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日野市高齢者憲章 

（平成 29 年 1 月 1 日制定）  

 

わたくしたち日野市民は、日野市民憲章の趣旨を大切にしたまちづくりを進

めて参ります。 

高齢化が進む中、意欲と経験のある高齢者は、社会の大切な担い手として活

躍し、支えの必要な高齢者は、周囲の人々や社会がしっかり支え、全ての高齢

者がいつまでも健康で明るく幸せにくらしていけることを願って、この高齢者

憲章を定めます。 

 

 

 1 全ての市民は、長く社会につとめた先輩として、高齢者を 

  敬愛します。 

 

 2 高齢者は、家庭及び地域や社会の一員として、共に支え合い 

  ます。 

 

 3 高齢者は、家庭及び地域や社会により、健康と明るいくらし 

  が守られます。 

 

 4 高齢者は、知識や能力を活かして社会で活躍し、知恵や経験 

  を次の世代に伝えます。 

 

 5 高齢者には、健康維持と生きがいをつくるため、社会参加の 

  道が開かれます。 
 
 

 

 

 

 

  



 

 

『いつまでも安心して暮らせるまち 日野』を目指して 
 

このたび、「第７期介護保険事業計画」「高齢者福祉・保健施策」及び

「高齢者の住宅政策」の３つの高齢者福祉施策を総合的に推進する『第

３期日野市高齢者福祉総合計画』を策定しました。 

はじめに、本計画の策定にあたり幾度にもわたる検討をいただいた介

護保険運営協議会委員の皆さま、本計画の策定のためのアンケートにご

協力をくださった高齢者やご家族の皆さま、並びに市内事業所の方々、

さらにはご意見をお寄せいただいた市民の皆さまのご尽力に心から感

謝し、御礼申し上げます。 

 

 前回策定した第２期の計画は、介護保険制度創設以来の大きな法改正があり、地域包括ケアシステ

ムを構築することが大きな課題でした。本市でもその準備と実現のための３年間で、「介護保険事業

の充実」「介護と医療の連携推進」「地域で支え合う体制の推進」「認知症高齢者と家族を支える仕組

みづくり」を進めて参りました。 

 この間全国的にも高齢化率は上昇し、仕事や趣味、ボランティア等で活躍される元気な高齢者の

方々が増える一方で、フレイル（虚弱）と呼ばれる状態の方や認知症患者等支援が必要な方も増え続

けております。また、ひとり暮らしや高齢者のみの世帯の方の孤立化の問題や人手不足による医療や

介護の担い手の不足が深刻化する等高齢者を取り巻く社会環境は変わり続けています。 

  

このような社会的な背景と、本市の状況から第３期の計画を策定するにあたり目指すべき姿は、第

２期を継承して「いつまでも安心して暮らせるまち 日野」と設定し、その実現のために５つの目標

を定めています。 

１．介護を支える担い手の確保と多様なニーズに対応した介護保険事業サービスの充実 

２．医療と介護の連携を推進し、有機的なネットワークを構築 

３．認知症や軽度認知障害の当事者とその家族を支える仕組みを充実 

４．地域包括支援センターを核とした支援体制の充実と地域による支え合いの仕組みを推進 

５．高齢者が尊厳を保持し、健康で自立した生活を営むための支援を充実 

 

本市の地域包括ケアシステムの深化・推進のためには、元気で意欲と経験のある高齢者には社会の

担い手としてご活躍いただき、支えの必要な高齢者は社会でしっかり支え、全ての高齢者がいつまで

も健康で明るく幸せに暮らせることを謳った『日野市高齢者憲章』を踏まえ、施策を実施するよう取

り組んで参ります。地域社会の市民の皆様や専門機関、事業者、行政機関等の諸力融合により、高齢

者を含めた全ての世代の方々が安心して暮らせるまちづくりを進めて参りますので、皆様のご理解と

ご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 

平成３０年３月                     日野市長  大坪 冬彦 
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第１章  計 画の策定にあたって  

１．策定の趣旨  

（１）計画策定の目的                                       

この計画は、日野市の高齢者福祉施策についての基本的な考え方を示し、併せてそ

の実現のための施策を定めるために策定するものです。 

本計画の計画期間は、平成 30 年度から平成 32 年度となりますが、今後、更に急速

に進展する高齢化を踏まえ、団塊世代が後期高齢者の仲間入りをする平成 37 年

（2025 年）、団塊ジュニア世代が高齢者となる平成 52 年（2040 年）を視野に入れ

た計画の推進を目的として策定します。 

 

（２）策定の背景                                     

少子高齢化や、要介護高齢者の増加、高齢者のみの世帯の増加が急速に進行する中、

限られた市の財源を生かし、高齢者が安心して生活できるまちを実現するためには、

高齢者施策を計画的に推進することが不可欠です。 

平成 23 年 6 月に、「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律」が可決され、地域包括ケアシステムの整備を進めることが求められるよう

になりました。 

そこで、日野市では、平成 24 年度から始まる『第５期日野市介護保険事業計画』の

策定にあたっては、高齢者福祉施策を総合的に推進するため、『日野市介護保険事業計

画』、『シルバー日野人安心いきいきプラン』、一人ひとりが自身の状況に応じた住まい

で、自分らしく安心して生活することができる環境づくりを進めるため、『高齢者居住

安定確保計画』の 3 つの計画を統合した『日野市高齢者福祉総合計画』を推進してき

ました。 

そして、平成 26 年 6 月には、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律」が施行されました。これを受けて、平成 27

年 3 月には『第２期日野市高齢者福祉総合計画』を策定し、地域包括ケアシステムの

構築を進めてきました。 

その後、平成 29 年６月には「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律」が成立し、自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等

の取組み、医療・介護の連携等、地域共生社会の実現に向けた取組などが推進される

ことになりました。   

これを踏まえ、平成 30 年度から始まる『第７期介護保険事業計画』においては、地

域包括ケアの深化のための方向性の継承および在宅医療と介護との連携等の取組を本

格化しながら、高齢者福祉・保健施策、高齢者の住宅政策を統合的に定める『第３期

日野市高齢者福祉総合計画』を策定しました。 
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２．計画の位置づけ  

  （１）法的根拠                                           

この計画は、それぞれの施策について、次の法的根拠に基づき策定します。 

    １）介護保険事業計画 

根拠法令 介護保険法 第 117 条 第 1 項 

策定事項 ア 日常生活圏域における各年度の認知症対応型共同生活介護、地域密着型

特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類

ごとの量の見込み 

イ 各年度における地域支援事業の量の見込み 

ウ その他、次の項目を定めるよう努める 

① 介護給付等対象サービスの見込量の確保のための方策 

② 地域支援事業の見込量の確保のための方策 

③ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の

額、地域支援事業の量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の

水準に関する中長期的な推計 

④ 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居

宅介護支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他

の介護給付等対象サービス（介護給付に係るものに限る。）の円滑な

提供を図るための事業に関する事項 

⑤ 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事

業又は指定介護予防支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関す

る事業その他の介護給付等対象サービス（予防給付に係るものに限

る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業

に関する事項 

⑥ 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関

する事項、居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療そ

の他の医療との連携に関する事項、高齢者の居住に係る施策との連携

に関する事項その他の被保険者の地域における自立した日常生活の

支援のため必要な事項 
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２）老人福祉計画  

根拠法令 老人福祉法 第 20 条の8 第 1 項 

策定事項 ア 確保すべき老人福祉事業（※）の量の目標 

イ 老人福祉事業の量の確保のための方策 

ウ その他老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項 

             ※老人福祉事業：老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業 

 

３）高齢者居住安定確保計画 

根拠法令 高齢者の居住の安定確保に関する法律 第 3条 第１項 

高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針 

策定事項 ア 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

イ 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

ウ 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

エ 高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する事項 

オ 高齢者居宅生活支援事業の用に供する施設の整備の促進に関する事項 

カ 高齢者居宅生活支援体制の確保に関する事項 

キ その他高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項 

 

４）その他 

対象施策 高齢者に関わる社会参加、就労、防災、福祉のまちづくり等 

 

   

（２）他計画等との関係                                       

この計画は、高齢者福祉総合計画と関連する以下の各種計画において定められた市

政の方向性や事業との整合を図っています。 

 

１）上位計画 

①第５次日野市基本構想・基本計画      【計画期間：平成 23 年度～平成 32年度】 

「第 5次日野市基本構想・基本計画」では、市がめざす将来像や実現するための基本施

策等を定めています。平成 26年度に実施した 2020プラン中間検証等を踏まえ、計画年

次の後半５か年を対象とした「後期基本計画」（平成 28年度から平成 32年度まで）を策

定しました。 
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②市政運営基本３方針～ヘルスケア・ウェルネス戦略 

平成 25年に「市政運営基本３方針」として、①住み慣れた地域で生き、看取られる、

暮らし・福祉・医療の展開、②日野市の良さである恵まれた社会的・自然的資源を生かし

地域の個性を伸ばすまちづくりの推進、③厳しい財政状況を踏まえた経営戦略に基づく市

政の運営を掲げ、その方針のもとに「人口バランス・定住化促進戦略」「産業立地強化・雇

用確保戦略」「ヘルスケア・ウェルネス戦略」の基本 3戦略により、戦略相互の関係を踏ま

えた分野横断・全庁的な取組として推進する事を位置づけました。 

 

③第 5次日野市行財政改革大綱       【改革期間：平成 29 年度～平成 32年度】 

人口減少や高齢化の進展、老朽化した公共施設の更新などにより、市の財政運営が厳し

さを増すことが予想される将来において、増大する行政需要や新しい政策課題に対応でき

る持続可能な行財政基盤の確保を図るために「第5次日野市行財政改革大綱・実施計画」

を策定しました。 

 

④日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略    【期間：平成２７年度～平成３１年度】 

 平成 2６年度に制定された、まち・ひと・しごと創生法に基づき、平成27年度に日野

市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しました。この戦略の中では 4つの基本目標を

定めており、4番目の基本目標に「健康に住み続けられる潤いのある地域づくり」を掲げ

ています。また、その目標を実現するための具体的な施策に「住み慣れた地域で生き看取

られる暮らしの実現」を定め、多摩平の森Ａ街区の地域包括ケアモデルや地域医療政策、

介護予防事業などを位置づけています。 

 

⑤日野市生涯活躍のまち基本計画      【計画期間：平成 28 年度～平成３２年度】 

日野市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、地域再生計画として「日野市郊外都

市地域居住循環型生涯活躍のまち推進事業」が内閣府に認定されました。 

 この「生涯活躍のまち」は、本人の希望に基づき、市内における住替えを支援する事を

目的として、関係する住宅・不動産事業者、金融機関、福祉事業者、医療機関、大学、交

通事業者、住民など多様な方々の参画と連携により、日野市に住み続けるための地域の資

源や特性に応じた地域ごとの取組創出を目指して策定する計画です。 

 

２）関連計画   

①ともに支え合うまちプラン（第３期日野市地域福祉計画）  

【計画期間：平成 27 年度～平成 31年度】          

「ともに支え合い 安全・安心で元気に暮らせるまち 日野」の実現に向け、平成２２ 年

度に策定した第２期計画を引継ぎ発展させながら、これまでの成果を踏まえ、平成 27 年

３ 月に『ともに支え合うまちプラン（第３ 期日野市地域福祉計画）』を策定しました。地

域福祉推進の視点から福祉関連の個別計画を横断する計画です。 
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②第 3期「日野人げんき！」プラン       【計画期間：平成 28 年度～平成 32年度】                                       

国が策定した「健康日本２１」、東京都が作成した「東京都健康推進プラン２１」の趣旨

を踏まえた日野市の健康増進計画であり、 日野市ヘルスケア・ウェルネス戦略の方針を踏

まえ、関連する市の個別計画との整合性を図り、重点に取り組む施策を中心に『第３期「日

野人げんき！」プラン』を策定しました。 

 

③障害者保健福祉ひの６か年プラン(障害者計画) 

                     【計画期間：平成３０年度～平成３５年度】 

 第５期日野市障害福祉計画・第１期障害児福祉計画(障害福祉計画・障害児福祉計画) 

                    【計画期間：平成３０年度～平成３２年度】             

近年行われた障害者施策に関する法律等の整備を踏まえ、障害の有無にかかわらず、基

本理念「ともにいきるまち日野」の実現に向けて、これまでの計画を発展させながら障害

者計画を策定しています。また、この障害者計画との調和を確保し、第５期日野市障害福

祉計画・第１期障害児福祉計画を策定しています。 

 

④日野市スポーツ推進計画             【計画期間：平成 27 年度～平成 32年度】                

年代や運動能力、障害の有無等に関係なく、すべての市民がそれぞれのライフスタイル

に応じて楽しみ、関わっていける「する」・「観る」・「支える」スポーツすべてを「スポー

ツ活動」と捉える『日野市スポーツ推進計画』を平成 27年３月に策定しました。 

 

⑤日野市ユニバーサルデザインまちづくり推進計画（第二次日野市バリアフリー基本構想） 

  【整備期間：平成 24年度～平成 32年度】 

平成 21年から施行している日野市ユニバーサルデザイン推進条例に規定されるユニバ

ーサルデザインのまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に進めるため、平成 24年6

月に『日野市ユニバーサルデザイン推進計画（第二次日野市バリアフリー基本構想）を策

定しました。 

 

⑥日野市住宅マスタープラン         【計画期間：平成 27 年度～平成 36年度】          

高齢化や人口減少社会への移行、住宅に求められるニーズの多様化など、住環境に関わ

る社会情勢が大きく変容しており、今後、まちや住宅の価値・魅力が高まり、誰もが生き

生きと暮らすことができる住宅施策を総合的に進めるため、『日野市住宅マスタープラン』

を改訂しました。 

 

⑦第 3期日野市食育推進計画         【計画期間：平成 29 年度～平成 33年度】         

平成 21年に制定された「日野市みんなですすめる食育条例」に基づき食育を推進して

います。「食」を取り巻く環境が大きく変化するなか、市民一人ひとりが生涯を通じて自ら

食のあり方について考え、健全な食生活を実践する力を身につけられるよう、あらゆる世

代を対象とした「第 3期日野市食育推進計画」を策定しました。 
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３）東京都の計画（東京都高齢者保健福祉計画、高齢者の居住安定確保プラン）  

①東京都高齢者保健福祉計画 

 東京都高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 20 条の 9 に基づく都道府県老人福祉計画

及び介護保険法第 118 条に基づく都道府県介護保険事業支援計画を東京都における高齢

者の総合的・基本的計画として一体的に作成したものです。 

 

②高齢者の居住安定確保プラン 

 高齢者の居住安定確保プランは、生活の基盤となる住宅や特別養護老人ホームなどの「住

まい」について、高齢者が多様なニーズに応じた居住の場を選択でき、安全に安心して暮

らすことができる環境づくりを推進するための指針として、平成 22 年 9月に策定された

ものです（平成 24 年 8月に改正）。さらに「東京都長期ビジョン」及び「第 6期東京都高

齢者保健福祉計画」の策定等を踏まえ、プランを平成 27年３月に改定しました。 

 

３．計画の期間  

介護保険法第 117 条第１項において、介護保険事業計画は３年を１期とするよう

規定されていることから、本計画の計画期間は、平成 30 年度から平成 32 年度まで

の 3 か年としますが、前述の通り、団塊世代が後期高齢者の仲間入りをする平成 37

年（2025 年）および団塊世代ジュニア世代が高齢者に達する平成 52 年（2040 年）

を見据えた中・長期的な視野に立った計画とします。計画の最終年度の平成 32 年度

に見直しを行い、平成 33 年度を始期とする次期計画を策定する予定です。 
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４．「第７期介護保険事業計画」策定にあたっての主な制度改正  

（１）「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律」  

（平成２９年６月成立）                              

主な法改正等の内容 

改正の趣旨 地域包括ケアシステムを強化するため、市町村介護保険事業計画の記載事項への

被保険者の地域における自立した日常生活の支援等に関する施策等の追加、当該

施策の実施に関する都道府県及び国による支援の強化、長期療養が必要な要介護

者に対して医療及び介護を一体的に提供する介護医療院の創設、一定以上の所得

を有する要介護被保険者等の保険給付に係る利用者負担の見直し並びに被用者

保険等保険者に係る介護給付費・地域支援事業支援納付金の額の算定に係る総報

酬割の導入等の措置を講ずること。 

介護保険法

等の一部改

正（平成 30

年４月施行） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

１．自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組みの推進 

（介護保険法） 

・全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援、重度化防止に向けて取り組

む仕組みの制度化 

・国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。

計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 

・都道府県による市町村に対する支援事業の創設 

・財政的インセンティブの付与の規定の整備 

・介護給付の適正化 

２．医療・介護の連携等の推進（介護保険法、医療法） 

① 日常的な医学管理や看取り、ターミナル等の機能と生活支援を兼ね備

えた、新たな介護保険施設（介護医療院）を創設 

② 医療、介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情

報の提供その他の支援の規定を整備 

３．地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、 

  障害者総合支援法、児童福祉法） 

・市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり、

福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

・高齢者と障害児者が同一事務所でサービスを受けやすくするため、介護

保険と障害福祉制度に新たな共生型サービスを位置づける。 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

１．２割負担者のうち、特に所得の高い人について３割負担とする。（介護保

険法） 

・平成 30年 8月以降、年金収入等が年間 280万円以上の方は 2割負担、

同じく年間 340万円以上の方は 3割負担 

２．介護納付金の総報酬割の導入 

・各医療保険者が納付する介護給付金（40～64歳の保険料）について、

総報酬割合とする。 
  資料：地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポイント（厚生労働省） 

 

 



第１章 計画の策定にあたって 

10 

 

（２）認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）（平成 27 年１月）  

考え方 ・認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自

分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指します。 

•対象期間は団塊の世代が 75 歳以上となる 2025（平成 37）年を目途

とします。 

・平成 29年の介護保険法の改正により、認知症施策推進総合戦略（新オレ 

 ンジプラン）の考え方が制度上明確化されました。 

主な柱 •基本的な考え方に基づき、以下の７つの柱に沿って総合的に施策を推進し

ます。 

 

① 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

② 認知症の容態に応じた適時·適切な医療・介護等の提供 

③ 若年性認知症施策の強化 

④ 認知症の人の介護者への支援 

⑤ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

⑥ 認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、 

  介護モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進 

⑦ 認知症の人やその家族の視点の重視 

 
   資料：認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）（厚生労働省） 

 

（３）地域共生社会の実現  

基本方針 制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源

が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らし

と生きがい、地域をともに創っていく社会のことです。 

 

① 公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換 

・個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援 

・人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援 

 

② 『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換 

・住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す 

・地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す 

 

主な施策 ① 地域課題の解決力の強化 

・住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働して、地域課題の解決を

試みる体制を整備【29年制度改正】 

・複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築【29年制度改正】 

・地域福祉計画の充実【29 年制度改正】 

 

② 地域を基盤とする包括的支援の強化 

・地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、生活上の困難を抱える

方への包括的支援体制の構築 

・共生型サービスの創設 【29年制度改正】 

・市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な包括的支援のあり

方の検討 

 

③ 地域丸ごとのつながりの強化 

・多様な担い手の育成・参画、「地域共生社会」の実現、民間資金活用の推



 

４．「第７期介護保険事業計画」策定にあたっての主な制度改正 
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進、多様な就労・社会参加の場の整備 

・社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境保全など）と丸ごとつ

ながることで地域に「循環」を生み出す、先進的取組を支援 

 

④ 専門人材の機能強化・最大活用 

・対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検討 

・福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験科目の一部免除の検討 

   資料：地域共生社会の実現に向けた取組の推進（厚生労働省） 
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第２章  高 齢者をとりまく環境  

１．人口・世帯等  

（１）人口                                               

日野市の人口動態を見ると、平成 29 年までは人口は増加しており、平成 29 年１月

の住民基本台帳人口で 183,589 人となっています。一方、人口構成を見ると、平成

29 年では高齢化率が 24.3％、75 歳以上の人口比率が 11.9％と、高齢化率・75 歳

以上の人口比率はともに上昇傾向です。また、日野市人口ビジョンによれば、今後は

平成 42 年をピークに人口の減少が見込まれています。 

高齢者と生産年齢人口の比率を見ると、平成 27 年では、一人の高齢者を 2.7 人の

生産年齢人口が支えているのに対し、平成 37 年では 2.5 人となり、平成 52 年では

1.8 人となります。 

 

■将来推計人口（日野市人口ビジョンから） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    （注）１．各年 10月1日現在 ２．推計のため、合計が一致しません。 
     資料：総務省『国勢調査報告』（平成 27年以前） 
        日野市人口ビジョン（平成 28年3 月）       
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■年齢区分別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料：総務省『国勢調査報告』 
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（２）５歳階級別人口  

平成 29 年 1 月現在における５歳階級別人口分布（人口ピラミッド）をみると、日

野市で最も多い年代は、男性は 45 歳から 49 歳、女性は 40 歳から 44 歳までの働

き盛りの層となっています。 

なお、今後は高齢化率もやや上昇しますが、特に後期高齢者比率については「団塊

の世代」が順次後期高齢者に移行することから、今後 10 年間で大幅に増加します。

具体的には、平成 37 年（2025 年）推計を見ると、団塊の世代が後期高齢者となり、

高齢化率が 26.7％、75 歳以上が 16.6％となります。また、平成 52 年（2040 年）

推計を見ると、団塊ジュニア世代が前期高齢者となり、高齢化率が 34.4％、75 歳以

上が 18.4％となります。 

 

   【５歳階級別人口ピラミッド】 

 

■平成 29 年（2017 年）  高齢化率：24.3％、75 歳以上 11.9％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（日野市）平成 29年１月 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所 男女・年齢（５歳）階級別データ『日本の地域別将来推計人口』（平成25 年3月推計） 

※推計の出発点となる基準人口は、総務省統計局『平成 22 年国勢調査による基準人口』による平成22（2010 年）10

月1 日現在男女年齢各歳別人口（総人口） 
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■ 平成 52 年（2040 年） 高齢化率：34.4％、75 歳以上：18.4％   
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２．介護保険をとりまく状況  

（１）介護保険事業サービス等の状況  

① 第１号被保険者数の推移 

新たに高齢者になった方のほうが、お亡くなりになる方より多いため、第１号被保

険者数は増加しており、平成 29 年３月末時点では、44,936 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成 27,28年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

②  要介護（要支援）認定者数、認定率の推移 

介護保険制度が始まった平成 12 年４月と、平成 29 年３月を比較すると、第１号被

保険者数は約 2 倍になっていますが、認定者数では約 4 倍となっています。要介護（要

支援）認定者数の推移をみると、要支援、要介護とも増加傾向となっています。要支

援は近年横ばいになるのに対して、特に要介護１の方が増加しています。認定率は、

都の水準とほぼ同様ですが、近年伸び率はやや鈍化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
      資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成 27,28年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
      平成 12年は、要支援が１，２に別れていないため、グラフでは「要支援１」の色で表記 

平成２９年３月末の要支援１の減少は、２８年度に介護予防・日常生活支援総合事業を開始し、要支援相当 
の方が介護認定を受けずに、介護予防・日常生活支援総合事業の対象者となったためと推測される。 
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③ 要介護（要支援）認定率  

日野市の認定率は、都の平成 21 年 3 月末から増加傾向でしたが、平成 29 年３月

末にはほぼ横ばいとなっています。現状では、要介護３以上の重度の方の割合はやや

低下傾向となっている反面、要支援２から要介護１の割合が増加しているため、これ

らの方が引き続き地域の中で生活できるよう、居宅サービスや地域密着型サービスの

強化・充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成 27,28 年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

平成２９年３月末の要支援１の減少は、２８年度に介護予防・日常生活支援総合事業を開始し、要支援相当 
の方が介護認定を受けずに、介護予防・日常生活支援総合事業の対象者となったためと推測される。 

 

④  第１号被保険者一人あたり保険給付月額 

第１号被保険者一人あたり保険給付月額は増加傾向にあり、平成 28 年度時点では

20,249 円となっています。今後、高齢化が進展することで、引き続き給付額の増加

が進むことが予測されます。 

なお、平成 12 年 6 月と比較すると、第１号被保険者数が２倍になったのに対して、

認定者数は 4 倍になったことから、一人あたりの保険給付額が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（平成 27,28 年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および介護保険事業 
      計画報告値（平成 27、平成 28は2 月までの数値）    
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3月末

平成21年

3月末

平成22年

3月末

平成23年

3月末

平成24年

3月末

平成25年

3月末

平成26年

3月末

平成27年

3月末

平成28年

3月末

時点

平成29年

3月末

時点

日野市 要支援１ 1.7% 1.9% 2.3% 2.8% 3.0% 3.1% 3.6% 3.7% 3.8% 3.6% 3.4%

日野市 要支援２ 1.8% 2.1% 2.0% 2.1% 2.2% 2.3% 2.4% 2.5% 2.6% 2.7% 2.7%

日野市 経過的要介護 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

日野市 要介護１ 1.9% 3.5% 3.0% 3.0% 2.8% 2.7% 2.7% 2.7% 2.9% 3.1% 3.1% 3.2%

日野市 要介護２ 1.4% 3.2% 2.5% 2.4% 2.5% 2.6% 3.1% 3.0% 3.0% 3.1% 3.2% 3.2%

日野市 要介護３ 1.5% 2.2% 2.8% 2.6% 2.5% 2.5% 2.3% 2.2% 2.2% 2.1% 2.2% 2.2%

日野市 要介護４ 1.2% 2.1% 1.8% 1.8% 1.8% 1.8% 1.9% 1.9% 1.9% 1.8% 1.8% 1.9%

日野市 要介護５ 1.0% 1.6% 1.6% 1.6% 1.8% 1.9% 1.9% 1.9% 1.8% 1.8% 1.7% 1.7%

日野市 合計  ※第2号被保険者を含む 8.3% 16.0% 15.8% 15.8% 16.1% 16.8% 17.2% 17.7% 18.0% 18.2% 18.4% 18.3%

1.3%
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⑤ 在宅、居住系、施設系受給者数の推移 

在宅・居住系・施設系受給者数の推移では、居住系及び在宅受給者数が増加傾向と

なっており、特に在宅の受給者数が 1 年間で 295 人増加しています。一方、居住系

受給者数は 40 人の伸びとなっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       
     資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

 

⑥  要介護度別居宅サービス利用者数の推移 

要介護度別居宅サービス利用者数は、平成 27 年度まで増加していましたが、平成

28 年度に地域密着型通所介護が地域密着型サービスに移行したことや、平成 28 年度

から介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、要支援者が介護予防・日常生活支

援総合事業に移行したことで、要支援者の利用が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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0
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3,000
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平成26年
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■要介護度別居宅サービス利用者数の推移

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

経過的要介護

要支援２

要支援１

平均要介護度

（人）

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.8

1,097 1,090

497 537

4,438 4,733

6,032
6,360
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居住系受給者数

施設系受給者数
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⑦ 要介護度別地域密着型サービス利用者数の推移 

要介護度別地域密着型サービス利用者数は、平成 27 年度まで横ばいでしたが、平成

28 年度に地域密着型通所介護が地域密着型サービスに移行したことで利用者数が増

加しました。しかし、その後は横ばいとなっており、地域密着型サービス利用者の増

を図るような施策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

 

⑧  要介護度別施設サービス利用者数の推移 

要介護度別施設サービス利用者数は、施設整備の状況に影響されるため、年ごとに

多少の増減がありますが、全体的には少しずつ増加しています。 

平成 12 年 4 月時点と比較した場合には、施設入所者は約２倍となっていますが、

認定者数の伸びと比較すると、施設サービスの利用割合は低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
    資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報  

51 40 41 50 45 51 51
80 143 134 140 139 141 139

122

232 250 240 258 260 263108

310 323 330 305 347 351

67

338 338 344 330
363 347

431

1,063 1,086 1,104 1,077
1,162 1,151

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成12年

４月

平成24年

９月

平成25年

９月

平成26年

９月

平成27年

９月

平成28年

９月

平成29年

９月

■要介護度別施設サービス利用者数の推移

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

平均要介護度

（人）

3.1 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7

3 1 1 6 7 4
5 6 3 5 2 345 48 51 48

258 245
58 61 77 96

291
263

50 65 66
68

166
154

36 36
50 43

87
92

26
35

33
42

67
69

223
252

281
308

878
830

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

平成24年

９月

平成25年

９月

平成26年

９月

平成27年

９月

平成28年

９月

平成29年

９月

■要介護度別地域密着型サービス利用者数の推移

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

経過的要介護

要支援２

要支援１

平均要介護度



 

２．介護保険をとりまく状況 
 

23 

 

⑨ サービス別、第１号被保険者一人あたり給付月額 

平成 28 年度におけるサービス別、第１号被保険者一人あたり給付月額でみると、日

野市は都全体と比較して全体的にはやや低い給付となっていますが、介護老人保健施

設、通所リハビリテーション、小規模多機能型居宅介護では、国や都の水準を上回っ

ています。その理由としては、市内に老人保健施設が５か所あり、かつ通所リハビリ

テーションを併設しているためと想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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（２）財政状況・財政見通し  

財政状況は、年度により増減はあるものの、歳出総額は増加傾向にあります。一方、

市税収入は生産年齢人口の減少により、平成 20 年度をピークに伸び悩んでいました

が、平成 26 年は増加しています。 

歳出の増加要因としては、高齢化による扶助費の急増や、介護保険の費用が増加し

たことによる繰出金の増加などが挙げられます。今後も増加が続く見込みとなってお

り、財源不足が深刻化しています。 

高齢者福祉関係費は右肩上がりに増加しており、今後さらに高齢化率が上がること

を踏まえ、介護保険事業のより適正な運営が求められています。 

 

表 市税収入と歳出総額、介護保険特別会計への繰出金の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：日野市決算書 

 

表 予算の経年比較 

 

 

 

 

 

 
資料：日野市決算書 

 

 

  

総人口 167,942人 176,538人 180,052人 186,283人

高齢者人口 23,383人 30,366人 37,488人 43,709人
高齢化率 13.92% 17.20% 20.82% 23.46%

歳出総額 473.5億円 474.7億円 524.9億円 537.8億円 522.1億円 552.2億円 559.3億円 564.5億円 549.2億円 559.1億円 584.7億円 612.3億円 636.9億円
老人福祉費 22.1億円 27.2億円 27.1億円 27.8億円 30.2億円 29.5億円 31.4億円 31.8億円 33.2億円 34.2億円 35.8億円 37.2億円 38.6億円
老人福祉施設費 7.9億円 7.1億円 7.4億円 8.7億円 6.1億円 3.2億円 3.3億円 3.5億円 1.8億円 2.4億円 2.0億円 2.0億円 2.1億円
（小計） 30.0億円 34.3億円 34.5億円 36.5億円 36.3億円 32.7億円 34.7億円 35.3億円 35.0億円 36.6億円 37.8億円 39.2億円 40.7億円
老人福祉費等の
占める割合

6.3% 7.2% 6.6% 6.8% 7.0% 5.9% 6.2% 6.3% 6.4% 6.5% 6.5% 6.4% 6.4%

35.6億円 73.3億円 76.2億円 81.9億円 82.7億円 89.8億円 91.5億円 96.2億円 103.1億円 107.4億円 114.3億円 117.7億円 121.0億円
65.6億円 107.6億円 110.7億円 118.4億円 119.0億円 122.5億円 126.2億円 131.5億円 138.1億円 144.0億円 152.1億円 156.9億円 161.7億円

28年度17年度 18年度 19年度 20年度 27年度21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

人口

一般会計

介護保険特会
高齢者福祉関係費

26年度区分 項目 12年度
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524.9 537.8 522.1 

552.2 559.3 564.5 549.2 559.1 
584.7 

612.3 

268.4 282.3 294.1 301.9 290.1 283.4 284.0 286.9 286.1 302.2 303.6 
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（３）介護人材の確保アンケートから  

① 職種別およびサービス別の採用状況 

採用が困難と考えている職種及び不足と感じている職種は、ともに介護福祉士が最

も多くなっています。サービスごとで介護福祉士の採用状況をみると、介護老人福祉

施設、短期入所生活介護、訪問入浴介護では「採用が困難」が 100％と顕著となって

います。 

 

   表 職種別採用状況（事業者問３-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
     資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

回答者数
採用できて

いる

採用できる

が応募が少

ない

採用が困難
募集を行わ

なかった
無回答

事業所数 113 19 5 4 73 12

構成比 16.8% 4.4% 3.5% 64.6% 10.6%

事業所数 113 19 5 8 67 14

構成比 16.8% 4.4% 7.1% 59.3% 12.4%

事業所数 113 13 34 30 26 10

構成比 11.5% 30.1% 26.5% 23.0% 8.8%

事業所数 113 10 29 21 37 16

構成比 8.8% 25.7% 18.6% 32.7% 14.2%

事業所数 113 18 40 23 23 9

構成比 15.9% 35.4% 20.4% 20.4% 8.0%

事業所数 113 21 22 9 47 14

構成比 18.6% 19.5% 8.0% 41.6% 12.4%

事業所数 113 0 0 0 94 19

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 83.2% 16.8%

事業所数 113 3 4 7 80 19

構成比 2.7% 3.5% 6.2% 70.8% 16.8%

事業所数 113 5 0 0 89 19

構成比 4.4% 0.0% 0.0% 78.8% 16.8%

事業所数 113 9 20 14 57 13

構成比 8.0% 17.7% 12.4% 50.4% 11.5%

事業所数 113 4 5 2 84 18

構成比 3.5% 4.4% 1.8% 74.3% 15.9%

事業所数 113 5 0 0 89 19

構成比 4.4% 0.0% 0.0% 78.8% 16.8%

事業所数 113 9 7 6 78 13

構成比 8.0% 6.2% 5.3% 69.0% 11.5%

事業所数 113 8 4 6 79 16

構成比 7.1% 3.5% 5.3% 69.9% 14.2%

事業所数 113 3 1 4 89 16

構成比 2.7% 0.9% 3.5% 78.8% 14.2%

事業所数 113 2 0 0 93 18

構成比 1.8% 0.0% 0.0% 82.3% 15.9%

事業所数 113 4 1 3 89 16

構成比 3.5% 0.9% 2.7% 78.8% 14.2%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

事務管理者

介護支援専門員

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員初任者研修修了

者（旧ヘルパー２級）

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

歯科衛生士

あん摩マッサージ指圧師・

鍼灸師・柔道整復師

無資格の介護職員

精神保健福祉士

社会福祉士

医師

保健師・看護師

管理栄養士・栄養士

薬剤師
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    表 サービス別採用状況（介護福祉士）（事業者問３-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

回答者数
採用できて

いる

採用できる

が応募が少

ない

採用が困難
募集を行わ

なかった
無回答

人数 113 13 34 30 26 10

構成比 11.5% 30.1% 26.5% 23.0% 8.8%

人数 22 1 10 7 4 0

構成比 4.5% 45.5% 31.8% 18.2% 0.0%

人数 20 2 4 5 6 3

構成比 10.0% 20.0% 25.0% 30.0% 15.0%

人数 22 3 4 5 8 2

構成比 13.6% 18.2% 22.7% 36.4% 9.1%

人数 7 1 0 0 3 3

構成比 14.3% 0.0% 0.0% 42.9% 42.9%

人数 1 0 0 0 1 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

人数 5 1 3 0 1 0

構成比 20.0% 60.0% 0.0% 20.0% 0.0%

人数 1 0 0 1 0 0

構成比 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

人数 2 0 0 2 0 0

構成比 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

人数 3 0 2 1 0 0

構成比 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

人数 4 0 0 4 0 0

構成比 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

人数 2 0 2 0 0 0

構成比 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

人数 5 2 2 1 0 0

構成比 40.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0%

人数 3 0 1 1 1 0

構成比 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0%

人数 1 1 0 0 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

人数 6 2 1 2 0 1

構成比 33.3% 16.7% 33.3% 0.0% 16.7%

人数 1 0 0 0 1 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

人数 8 0 5 1 1 1

構成比 0.0% 62.5% 12.5% 12.5% 12.5%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

短期入所療養介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

特定施設入居者生

活介護

小規模多機能型居

宅介護

認知症対応型通所

介護

認知症対応型共同

生活介護

その他

無回答

短期入所生活介護

全体

訪問介護

通所介護

地域密着型通所介

護

訪問看護

訪問リハビリテ―

ション

通所リハビリテ―

ション

訪問入浴介護
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② サービス別の人材確保の問題点 

人材確保の問題点としては、「募集しても応募がない」が 69.0％で、サービスごと

でみると、訪問介護、訪問看護、通所リハビリテーション、小規模多機能などで回答

が多くなっています。 
 

 

表 サービス別人材確保の問題点（事業者問４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

回答者数
募集しても

応募がない

良質な人材

が集まらな

い

応募があっ

ても、待遇

等の条件が

あわない

募集に費用

がかかる

派遣に頼ら

ざるをえなく

なる

採用しても

定着しない
その他 無回答

事業所数 113 78 63 28 44 9 31 7 1

構成比 69.0% 55.8% 24.8% 38.9% 8.0% 27.4% 6.2% 0.9%

事業所数 22 19 8 2 7 1 7 1 0

構成比 86.4% 36.4% 9.1% 31.8% 4.5% 31.8% 4.5% 0.0%

事業所数 20 13 12 7 7 0 7 2 0

構成比 65.0% 60.0% 35.0% 35.0% 0.0% 35.0% 10.0% 0.0%

事業所数 22 14 14 7 7 0 2 2 1

構成比 63.6% 63.6% 31.8% 31.8% 0.0% 9.1% 9.1% 4.5%

事業所数 7 6 1 2 5 0 1 0 0

構成比 85.7% 14.3% 28.6% 71.4% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0%

事業所数 1 0 0 0 1 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 5 4 2 3 3 0 1 1 0

構成比 80.0% 40.0% 60.0% 60.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0%

事業所数 1 1 1 0 0 0 0 0 0

構成比 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 2 2 2 1 2 2 1 0 0

構成比 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0%

事業所数 3 1 1 0 2 0 2 0 0

構成比 33.3% 33.3% 0.0% 66.7% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0%

事業所数 4 3 2 1 2 2 2 0 0

構成比 75.0% 50.0% 25.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

事業所数 2 1 1 0 2 0 1 0 0

構成比 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

事業所数 5 2 4 1 1 1 1 0 0

構成比 40.0% 80.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0%

事業所数 3 3 2 0 0 1 0 0 0

構成比 100.0% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 1 1 1 0 1 0 0 0 0

構成比 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 6 3 6 3 3 2 3 0 0

構成比 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 33.3% 50.0% 0.0% 0.0%

事業所数 1 1 0 1 0 0 0 0 0

構成比 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 8 4 6 0 1 0 3 1 0

構成比 50.0% 75.0% 0.0% 12.5% 0.0% 37.5% 12.5% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

短期入所生活介護

全体

訪問介護

通所介護

地域密着型通所介

護

訪問看護

訪問リハビリテ―

ション

通所リハビリテ―

ション

訪問入浴介護

短期入所療養介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

特定施設入居者生

活介護

小規模多機能型居

宅介護

認知症対応型通所

介護

認知症対応型共同

生活介護

その他

無回答
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③  職種別の介護人材の不足状況 

不足している職種は、「介護福祉士」「実務者研修修了者」及び「介護職員初任者研

修修了者（旧ヘルパー２級）」となっています。 

 

   表 職種別不足状況（事業者問３-３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
    資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

回答者数
充足してい

る
やや不足し

ている
大幅に不足

している
事業所には
必要ない

無回答

事業所数 113 69 16 2 19 7

構成比 61.1% 14.2% 1.8% 16.8% 6.2%

事業所数 113 38 16 4 43 12

構成比 33.6% 14.2% 3.5% 38.1% 10.6%

事業所数 113 25 47 23 12 6

構成比 22.1% 41.6% 20.4% 10.6% 5.3%

事業所数 113 21 29 21 26 16

構成比 18.6% 25.7% 18.6% 23.0% 14.2%

事業所数 113 26 39 26 15 7

構成比 23.0% 34.5% 23.0% 13.3% 6.2%

事業所数 113 23 24 8 42 16

構成比 20.4% 21.2% 7.1% 37.2% 14.2%

事業所数 113 5 2 0 89 17

構成比 4.4% 1.8% 0.0% 78.8% 15.0%

事業所数 113 14 9 5 68 17

構成比 12.4% 8.0% 4.4% 60.2% 15.0%

事業所数 113 18 0 0 78 17

構成比 15.9% 0.0% 0.0% 69.0% 15.0%

事業所数 113 22 31 6 42 12

構成比 19.5% 27.4% 5.3% 37.2% 10.6%

事業所数 113 18 7 0 71 17

構成比 15.9% 6.2% 0.0% 62.8% 15.0%

事業所数 113 11 0 1 84 17

構成比 9.7% 0.0% 0.9% 74.3% 15.0%

事業所数 113 18 16 5 63 11

構成比 15.9% 14.2% 4.4% 55.8% 9.7%

事業所数 113 14 14 5 65 15

構成比 12.4% 12.4% 4.4% 57.5% 13.3%

事業所数 113 5 11 4 76 17

構成比 4.4% 9.7% 3.5% 67.3% 15.0%

事業所数 113 6 3 0 87 17

構成比 5.3% 2.7% 0.0% 77.0% 15.0%

事業所数 113 19 7 2 72 13

構成比 16.8% 6.2% 1.8% 63.7% 11.5%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

社会福祉士

医師

保健師・看護師

管理栄養士・栄養士

薬剤師

作業療法士

言語聴覚士

歯科衛生士

あん摩マッサージ指圧師・

鍼灸師・柔道整復師

無資格の介護職員

精神保健福祉士

事務管理者

介護支援専門員

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員初任者研修修了

者（旧ヘルパー２級）

理学療法士
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④ 人材確保の取組みと有効な対策 

人材を確保するために必要な取組みとして、「求人広告掲載」が 60.2％となってい

ます。また、人材確保のために、有効と思われる対策については、「給与水準の向上を

図る」が 77.0％と多くなっています。 

 

図 人材確保のための必要な取り組み      図 人材確保に有効と思われる対策 

            （事業者問５）                （事業者問６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

（４）医療的ケアから見た人材不足アンケートから  

事業者における医療的ケアを必要としている方に対するサービス提供については、

「積極的には取り組めない」が 45.1％、次いで「積極的に取り組みたい」が 37.2％

となっています。 

具体的な取組みとしては、「介護職に、医療的ケアの知識等に関する研修を行う」「診

療所・病院との連携を深める」が各々57.1％となっています。 

 

図 医療ケアへの取組み（事業者問 16（５））  図 医療的ケアの具体的な内容（事業者問 16（６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

57.1%

57.1%

47.6%

38.1%

31.0%

7.1%

2.4%

0% 20% 40% 60%

介護職に、医療的ケアの知識等に関する研修

を行う

診療所・病院との連携を深める

看護職を増やす

一部の医療行為について提供可能な介護職を

増やす

訪問看護事業所との連携を深める

その他

無回答（N＝42）

60.2%

57.5%

53.1%

35.4%

35.4%

34.5%

34.5%

16.8%

13.3%

8.8%

7.1%

8.8%

1.8%

0% 50% 100%

求人広告掲載

処遇の改善

資格取得の支援

研修会への参加支援

同一法人内での事業所間の人事交流・配置転換

中途採用枠の拡大

福利厚生の充実

新規採用枠の拡大

苦情・相談の充実

就業時間の見直し

人材派遣の活用

その他

無回答
（N＝113）

77.0%

56.6%

32.7%

21.2%

20.4%

18.6%

17.7%

16.8%

14.2%

14.2%

12.4%

11.5%

10.6%

7.1%

6.2%

5.3%

8.0%

0% 50% 100%

給与水準の向上を図る

職場の人間関係や雰囲気の向上を図る

事業所、法人の知名度の向上を図る

執務環境（設備、備品、情報システム化）の向

上を図る

経験がない職員でもわかるような手順書を整

備する

既に勤務している職員を対象とした研修を行う

研修機関との関係作りを行い、卒業生のあっ

せんにつなげてもらう

市内の複数の事業所で連携し、集団面接会を

開催する

研修生や職業体験学生（インターン）を受け入

れる

事業所内で、先進的な取組みを行い、発信す

る

法人の規模の拡大を図る

市内で資格取得のための研修を行う

市内で人材バンクを設立する

市が呼びかけた研修に参加する

駅周辺等、交通の便の良いところに事業所を

開設する

その他

無回答（N＝113）

積極的に取り組み

たい

37.2%

積極的には取り組

めない

45.1%

わからない

14.2%

無回答

3.5%

（Ｎ＝113）



第２章 高齢者をとりまく環境 

 

30 

 

図 医療的ケアに取り組めない理由（事業者問 16（７）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、医療的ケアに取り

組めない理由としては、「看

護職を確保できないため」

が 68.6％、次いで「医療的

ケアの一部を対応可能な介

護職の確保が難しいため」

が 58.8％となっており、医

療系に関する人材の確保が

困難であるため、医療ケア

に取り組めない状況が見ら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

（５）生活支援サービスの利用状況についてアンケートから  

① 生活支援サービスの利用状況および利用意向 

生活支援サービスの利用状況については、全体では「掃除・洗濯」が 14.1％、次い

で「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が 11.2％となっています。 

生活支援サービスの今後の利用意向をみると、「掃除・洗濯」が 18.6％、「移送サー

ビス（介護・福祉タクシー等）」が 18.2％となっています。要介護の方に限れば、「移

送サービス」に「外出同行」が続く結果となっており、外出に関するサービスの利用

意向が目立っています。 

 

表 生活支援サービスの利用状況（要支援問 48、要介護問 49） 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

68.6%

58.8%

35.3%

35.3%

29.4%

17.6%

13.7%

11.8%

7.8%

3.9%

0.0%

11.8%

2.0%

0% 50% 100%

看護職を確保できないため

医療的ケアの一部を対応可能な介護職の確保

が難しいため

介護職が、医療的ケアの一部を対応するため

の研修を受けるのが難しいため

医療的ケアを要する高齢者へのサービス提供

はリスクが高いため

採算上難しいため

医療的ケアに関する職員向けの研修をするこ

とが難しいため

利用者側のニーズが見込めないため

訪問診療・往診を行う医師（病院・診療所）との

連携が難しいため

介護事業所は、医療的ケアに対応する必要は

ないと考えているため

訪問看護事業所との連携が難しいため

既に医療職の確保や介護職による医療的ケア

の提供に先進的に取り組んでいるため

その他

無回答
（N＝51）

回答者数 配食 調理
掃除・洗

濯

買い物
（宅配は
含まな

い）

ゴミ出し

外出同
行（通

院、買い
物など）

移送
サービス
（介護・
福祉ﾀｸ
ｼｰ等）

見守り、
声かけ

サロンな
どの定
期的な
通いの

場

その他 特になし 無回答

人数 1,288 142 78 182 119 79 123 144 82 46 36 493 356

構成比 11.0% 6.1% 14.1% 9.2% 6.1% 9.5% 11.2% 6.4% 3.6% 2.8% 38.3% 27.6%

人数 478 58 46 124 79 44 83 79 56 28 17 81 164

構成比 12.1% 9.6% 25.9% 16.5% 9.2% 17.4% 16.5% 11.7% 5.9% 3.6% 16.9% 34.3%

人数 810 84 32 58 40 35 40 65 26 18 19 412 192

構成比 10.4% 4.0% 7.2% 4.9% 4.3% 4.9% 8.0% 3.2% 2.2% 2.3% 50.9% 23.7%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護
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表 生活支援サービスの今後の利用意向（要支援問 74、要介護問 50） 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

② 配食サービスの利用状況と配食サービスで重視すること  

配食サービスの利用状況は、要介護者では定期的な利用は 12.7％となっています

（「毎日利用」「決まった曜日」）。配食サービスの利用時における重視する視点は「栄

養バランス」が 61.2%、「届けてくれるだけで助かる」が 60.5%となっています。 

 

図 配食サービスの利用状況           図 配食サービスで重視すること 

          （要介護問 20（３））               （要介護問 20（４）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

回答者数 配食 調理 掃除・洗濯
買い物（宅
配は含まな

い）
ゴミ出し

外出同行
（通院、買い

物など）

移送サービ
ス（介護・福
祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声
かけ

サロンなど
の定期的な
通いの場

その他 特になし 無回答

人数 1,288 178 123 239 175 115 227 234 154 77 51 316 392

構成比 13.8% 9.5% 18.6% 13.6% 8.9% 17.6% 18.2% 12.0% 6.0% 4.0% 24.5% 30.4%

人数 478 58 46 124 79 44 83 79 56 28 17 81 164

構成比 12.1% 9.6% 25.9% 16.5% 9.2% 17.4% 16.5% 11.7% 5.9% 3.6% 16.9% 34.3%

人数 810 120 77 115 96 71 144 155 98 49 34 235 228

構成比 14.8% 9.5% 14.2% 11.9% 8.8% 17.8% 19.1% 12.1% 6.0% 4.2% 29.0% 28.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

毎日利用している

7.8%

決まった曜日に利

用している

4.9%

メニューや体調に

よって利用している

0.5%

家族やヘルパーが

作れない時に利用

1.7%

デイサービスに行

かない時に利用

0.7%

体調不良で介護食

が必要な時に利用

0.2%

利用していない

68.4%

無回答

15.7%

（Ｎ＝810)

61.2%

60.5%

34.9%

14.7%

7.0%

10.9%

4.7%

0% 50% 100%

栄養バランス

届けてくれるだけで助かる

価格（自己負担額）

介護食（きざみ、おかゆ、やわらか）を選べる

曜日や昼夜問わず頼める

その他

無回答（N＝129）
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③ 緊急通報サービスの利用状況と「ちょこっと困りごとサービス」認知度 

緊急通報サービスの利用状況については、要介護者では「利用している」が 4.3％、

「利用したい」が 17.8％となっています。 

また、「ちょこっと困りごとサービス」の認知度は、要介護者では「知らないが今後

利用したい」が 17.3%、「知っているが、利用したことがない」が 16.7%となってお

り、現在の利用に対し大きな潜在需要を有しています。 

 

 

図 緊急通報サービスの利用状況        図 ちょこっと困りごとサービスの認知度 

          （要介護問 23）                  （要介護問 24（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

はい、市の緊急通

報サービスを利用

している
1.6%

はい、民間の緊急

通報サービスを利

用している
2.7%

いいえ、利用してみ

たいので、地域包

括支援センターに

相談したい

8.4%

いいえ、利用してみ

たいが、高齢夫婦

のみ世帯ではない
9.4%

いいえ、必要がな

い

58.5%

無回答

19.4%

（Ｎ＝810)

知っていて、利用し

たことがある

1.5%

知らないが、今後

利用したい

17.3%

知っているが、利用

したことがない

16.7%

知らないし、利用の

意向もない

51.5%

無回答

13.1%

（Ｎ＝810)
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（６）介護者の状況について【＊在宅介護実態調査から】  

① 介護者の概要（年齢、性別） 

介護者の年齢は、要支援者では「50 代」が 22.8%と最も多く、次いで「60 代」

が 14.6%、要介護者では「60 代」が 24.2%と最も多く、次いで「50 代」が 20.1%

となっています。 

性別では、要支援者では「女性」が 45.0%、「男性」が 20.5%、要介護者が「女性」

が 56.4%、「男性」が 26.0％となっています。 

 

図 要支援者に対する介護者の年齢（要支援問 71）   図 要介護者に対する介護者の年齢（要介護問 46） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 要支援者に対する介護者の性別（要支援問 70） 図 要介護者に対する介護者の性別（要介護問 45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊在宅介護実態調査・・・本調査は、平成 28 年度に厚生労働省が作成した調査で、在宅継続・就労継続など主として要介護者の客観
的な状態把握を目的としたものです 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 
 

  

20 歳未満

0.0%

20 代

0.1% 30 代

1.1%
40 代

6.8%

50 代

20.1%

60 代

24.2%

70 代

17.5%

80 歳以上

15.1%

わからない

1.1%

無回答

14.0%

（Ｎ＝810)

20 歳未満

0.0%

20 代

0.4% 30 代

0.6%

40 代

6.7%

50 代

22.8%

60 代

14.6%

70 代

12.6%

80 歳以上

10.0%

わからない

1.0%

無回答

31.2%

（Ｎ＝478)

男性

20.5%

女性

45.0%

無回答

34.5%

（Ｎ＝478)

男性

26.0%

女性

56.4%

無回答

17.5%

（Ｎ＝810)
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② 主な介護者が行っている介護、および介護する上での困りごと  

主な介護者が行っている介護の内容は、全体では「認知症状への対応」が 16.0％と

最も多くなっていますが、要支援者では「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」が

14.4％となっています。 

また、本人を介護して困っていることについては、「精神的な負担が大きい（ストレ

スがたまっている）」が 42.3％と最も多くなっています。 

 

表 主な介護者が行っている介護の内容（要支援問 72、要介護問 58） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

表 本人を介護して困っていること（要介護問 62） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 
 

 

  

回答者数
日中の

排泄

夜間の

排泄

食事の
介助

（食べ

る時）

入浴・

洗身

身だし

なみ
（洗顔・

歯磨き

等）

衣服の

着脱

屋内の
移乗・

移動

外出の
付き添

い、送

迎等

服薬
認知症
状への

対応

医療面

での対

応（経
管栄

養、ス

トーマ
等）

食事の
準備

（調理

等）

その他

の家事

（掃
除、洗

濯、買

い物
等）

金銭管

理や生
活面に

必要な

諸手続

き

その他

不安に

感じて
いるこ

とは、

特にな

い

主な介

護者に

確認し
ない

と、わ

からな
い

無回答

人数 1,288 76 111 27 113 24 18 49 143 39 206 66 96 125 98 65 152 92 531

構成比 5.9% 8.6% 2.1% 8.8% 1.9% 1.4% 3.8% 11.1% 3.0% 16.0% 5.1% 7.5% 9.7% 7.6% 5.0% 11.8% 7.1% 41.2%

人数 478 14 16 10 37 8 6 10 54 16 39 14 52 69 41 14 66 49 229

構成比 2.9% 3.3% 2.1% 7.7% 1.7% 1.3% 2.1% 11.3% 3.3% 8.2% 2.9% 10.9% 14.4% 8.6% 2.9% 13.8% 10.3% 47.9%

人数 810 62 95 17 76 16 12 39 89 23 167 52 44 56 57 51 86 43 302

構成比 7.7% 11.7% 2.1% 9.4% 2.0% 1.5% 4.8% 11.0% 2.8% 20.6% 6.4% 5.4% 6.9% 7.0% 6.3% 10.6% 5.3% 37.3%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

42.3%

26.4%

22.2%

19.6%

19.5%

18.5%

12.8%

9.0%

8.1%

7.9%

6.9%

5.8%

5.1%

4.3%

3.8%

2.3%

7.8%

11.9%

25.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

精神的な負担が大きい（ストレスがたまっている）

身体的な負担が大きい、体の調子が良くない

本人につい辛くあたってしまうことがある

他に介護にあたってくれる家族がいない（家族などの協力が得られない）

昼間に自由な時間が取れない

経済的な負担が大きい

サービスを利用してもらいたいが、本人が嫌がる

介護のために、仕事の時間が満足に取れない・仕事を辞めざるを得ない

夜間の介護が多く、睡眠時間が十分に取れない

認知症や認知症の介護に関する知識がない

介護の辛さを理解してくれる人がいない

家事や育児に、手が回らない

希望するサービスが確保しにくい

介護のことで、家族と意見が合わない。家族関係がうまく行っていない

介護の仕方や利用できる福祉サービスなどがわからない

近所の目が気になる

その他

特にない

無回答（N＝810）
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③ 介護者の就業状況について 

過去１年間に仕事を辞めた介護者の有無は、「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」

「主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）」があわせて 9.8%となっ

ています。 

 

図 過去１年間に仕事を辞めたかどうか 

（要介護問 48） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

主な介護者における現在の勤務形態は、「フルタイムで働いている」が 13.8%とな

っています。また、働き方を調整しているかについては、「特に行っていない」が 35.1％、

「介護のために「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」

をしながら働いている」が 34.7%となっています。 

 

図 主な介護者の勤務形態（要介護問 54）  図 働き方の調整の有無（要介護問 55） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

35.1%

34.7%

19.8%

11.7%

5.0%

1.8%

5.9%

0% 20% 40%

特に行っていない

(2)介護のために、「労働時間を調整（残業免

除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しな

がら、働いている

(3)介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」

を取りながら、働いている

介護のために、２～４以外の調整をしながら、

働いている

主な介護者に確認しないと、わからない

(4)介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、

働いている

無回答（N＝222）

49.3%

8.3%

2.2%

1.5%

0.6%

5.9%

33.1%

0% 20% 40% 60%

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が転職した

わからない

無回答

（N＝810）

フルタイムで働いて

いる

13.8%

パートタイムで働い

ている

13.6%

働いていない

46.2%

主な介護者に確認

しないと、わからな

い
2.3%

無回答

24.1%

（Ｎ＝810)
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また、勤務を続けるために必要な支援については、「介護休業・介護休暇等の制度の

充実」が 31.1%、次いで「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」が 27.9%

となっています。 

 

    図 勤務を続けるために必要な支援（要介護問 56） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 
 
 

④ 介護等を行う上での不安 

主な介護者の方が介護等を行う上で不安に感じる点は、「認知症状への対応」が

20.6%、次いで「夜間の排泄」が 11.7%となっています 

 

   図 介護等を行う上で不安に感じること（要介護問 58） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
      資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

31.1%

27.9%

25.2%

16.2%

11.3%

9.5%

6.8%

5.0%

1.8%

14.0%

7.2%

12.2%

0% 20% 40%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

制度を利用しやすい職場づくり

介護をしている従業員への経済的な支援

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

仕事と介護の両立に関する情報の提供

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答
（N＝222）

20.6%
11.7%

11.0%
9.4%

7.7%
7.0%
6.9%
6.4%

5.4%
4.8%

2.8%
2.1%
2.0%
1.5%

6.3%
10.6%

5.3%
37.3%

0% 20% 40%

認知症状への対応

夜間の排泄

外出の付き添い、送迎等

入浴・洗身

日中の排泄

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

屋内の移乗・移動

服薬

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答
（N＝810）
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（７）介護予防の状況についてアンケートから  

① 介護予防への関心や実施状況 

認知症や介護予防への関心の有無については、「はい」が 81.6％、「わからない」が

10.9％となっています。また、介護予防（体操や運動）の必要性については、「必要

ある」が 69.3％、「少し必要」が 19.8％となっています。 

また、体操や運動の有無については、「週 1 回以上」が 50.2％で最も多く、次いで

「ほとんどやってない」が 33.2％となっています。さらに、介護予防（体操や運動）

に取り組む意向については、「ある」が 47.7％で最も多く、次いで「少しある」が 31.1％

となっており、「ない」が 16.6％となっています。 

 

表 認知症や介護予防への関心（自立問 42）   表 介護予防（体操や運動）の必要性（自立問 43） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

表 体操や運動の実施状況（自立問 44）    表 介護予防（体操や運動）に取り組む意向 

                                     （自立問 45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

はい

81.6%

わからない
10.9%

いいえ

4.1%
無回答

3.4%

（Ｎ＝440)

必要ある

69.3%

少し必要

19.8%

必要ない

7.3%

無回答

3.6%

（Ｎ＝440)

週1回以上

50.2%

ほとんどやっていな

い

33.2%

月２～３回程度

12.0%

無回答

4.5%

（Ｎ＝440)

ある

47.7%

少しある

31.1%

ない

16.6%

無回答

4.5%

（Ｎ＝440)
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② 介護予防の自主的な取組意向と事業への参加意向 

介護予防（体操・運動）に自主的に取り組むことについては、「1 人で取り組みたい」

が 31.1％と最も多く、次いで「住民活動には参加せず、市が主催する体操事業には参

加したい」が 21.1％となっています。また、認知症予防や介護予防に関して参加した

い事業については、「認知症予防などの頭の体操教室」が 54.3％で最も多く、次いで

「転倒予防などの運動教室」が 38.9％となっています。 

 

   表 介護予防（体操や運動）に自主的に取り組む意向（自立問 46） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

   表 希望する認知症予防や介護予防事業（自立問 47） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

31.1%

21.1%

18.2%

17.7%

4.5%

2.7%

0.9%

13.4%

0% 20% 40%

1人で取り組みたい

住民活動には参加せず、市が主催する体操事

業には参加したい

既に取り組んでいる住民活動があれば、体操

だけに参加したい

取り組むつもりはない

自分が加入している趣味活動の団体で、体操

を取り入れてみたい

既に取り組んでいる住民活動があれば、運営も

含めて参加したい

介護予防に取り組む住民活動を立ち上げてみ

たい

無回答

（N＝440）

54.3%

38.9%

30.5%

8.0%

6.8%

7.5%

17.0%

0% 20% 40% 60%

認知症予防などの頭の体操教室

転倒予防などの運動教室

栄養バランスなどの食事指導

ボランティアの養成講座

歯磨きや飲み込みなどの指導

その他

無回答

（N＝440）
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（８）介護保険料の設定についてアンケートから  

① 介護サービスの基盤整備と介護保険料の設定について 

介護サービスの基盤整備と介護保険料との関係については、今後の介護保険料設定

について「何とも言えない」が 49.1％と最も多くなっています。次いで、「介護保険

料が高くなっても介護サービスの質・量を増やすもしくは維持」が 25.8％となってお

り、一定割合の方が介護サービスの基盤整備を求めています。 

 

 表 保険料設定について（自立問 59、要支援問 57、要介護問 32） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

    

②  所得に応じた保険料負担の適否 

所得の高い人への負担は、「適切と思う」が全ての所得段階別で最も多く、全体で

64.7％となっています。 

 

  表 所得の高い人がより多く保険料を負担することについて（要介護問 33） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

回答者数 適切と思う
適切でない

と思う
無回答

人数 810 524 161 125

構成比 64.7% 19.9% 15.4%

人数 235 163 35 37

構成比 69.4% 14.9% 15.7%

人数 51 35 8 8

構成比 68.6% 15.7% 15.7%

人数 56 37 8 11

構成比 66.1% 14.3% 19.6%

人数 128 89 17 22

構成比 69.5% 13.3% 17.2%

人数 63 41 13 9

構成比 65.1% 20.6% 14.3%

人数 52 26 15 11

構成比 50.0% 28.8% 21.2%

人数 88 62 18 8

構成比 70.5% 20.5% 9.1%

人数 91 45 36 10

構成比 49.5% 39.6% 11.0%

人数 30 11 10 9

構成比 36.7% 33.3% 30.0%

人数 16 15 1 0

構成比 93.8% 6.3% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

第５段階

全体

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階以上

無回答

回答者数

介護保険料が高く

なっても介護サービ

スの質・量を増やす
もしくは維持すべき

介護保険料の上昇

の幅を小さくするた

めには介護サービス

の質・量が減っても
やむを得ない

何とも言えない 無回答

人数 2,128 550 178 1,044 356

構成比 25.8% 8.4% 49.1% 16.7%

人数 547 132 70 253 92

構成比 24.1% 12.8% 46.3% 16.8%

人数 554 152 42 274 86

構成比 27.4% 7.6% 49.5% 15.5%

人数 1,027 266 66 517 178

構成比 25.9% 6.4% 50.3% 17.3%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援

ご参考 

現在すでに所得段階に応じた

14段階の保険料設定がなされ

ており、所得の最も少ない第一段

階の方は保険料も最も低くなっ

ています。 
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（９）介護保険サービスの利用状況アンケートから  

介護保険サービスの利用状況は、要介護者では「上限まで利用した」と「上限を超

えてしまった」があわせて 22.3％となっています。なお、上限まで利用しなかった理

由については、「今受けているサービスの量で十分と考えるから」が最も多く、次いで

「家族が介護しているから」が特に要介護者では多くなっています。 

 

表 上限（区分支給限度額）までの利用の有無（要支援問 42（１）、要介護問 18（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

表 上限まで利用しなかった理由（要支援問 42（１）-１、要介護問 18（１）-１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

回答者数
上限まで利
用しなかっ

た

上限まで利
用した

上限を超え
てしまった

わからない

介護保険
サービスは
利用してい

ない

無回答

人数 1,288 392 174 49 327 159 187

構成比 30.4% 13.5% 3.8% 25.4% 12.3% 14.5%

人数 478 141 41 1 124 98 73

構成比 29.5% 8.6% 0.2% 25.9% 20.5% 15.3%

人数 810 251 133 48 203 61 114

構成比 31.0% 16.4% 5.9% 25.1% 7.5% 14.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

回答者数

今受け
ている

サービ
スの量
で十分
と考え

るから

家族が
介護し

ている
から

サービ
スに空

きがな
いから

利用し
たい

サービ

スを提
供する
事業者
が近く

にない
から

希望す

るサー
ビスが
ないか

ら

どのよう
なサー

ビスが
あるの
かわか
らない

から

経済的

に負担
が大きく
なるか

ら

家の中

に家族
以外の
人が入

ることに
は抵抗
がある
から

通所介

護（デイ
サービ
ス）など

のよう
に、施
設に通
うことに

は抵抗
がある
から

短期入
所

（ショー

トステ
イ）のよ
うに、施

設に入
所する
ことに
は抵抗

がある
から

その他 無回答

人数 392 256 118 3 3 10 13 47 18 16 8 16 27

構成比 65.3% 30.1% 0.8% 0.8% 2.6% 3.3% 12.0% 4.6% 4.1% 2.0% 4.1% 6.9%

人数 141 100 12 1 2 2 8 8 7 6 0 12 8

構成比 70.9% 8.5% 0.7% 1.4% 1.4% 5.7% 5.7% 5.0% 4.3% 0.0% 8.5% 5.7%

人数 251 156 106 2 1 8 5 39 11 10 8 4 19

構成比 62.2% 42.2% 0.8% 0.4% 3.2% 2.0% 15.5% 4.4% 4.0% 3.2% 1.6% 7.6%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護
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（ 10）サービスの需要と供給アンケートから  

① サービス別の待機状況と充足度（事業者、ケアマネ） 

介護事業者から見た場合、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健

施設、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）などの施設系サービスで待機者

の割合が高くなっています。 

ケアマネジャーから見た場合、「療養通所介護」「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護」「夜間対応型訪問介護」「認知症対応型共同生活介護」「介護老人福祉施設（特別養

護老人ホーム・従来型）」「介護療養型医療施設」「看護小規模多機能型居宅介護」など

が「不足している」と回答している割合が多いのが特徴です。 

 

   表 サービス別の待機状況         表 サービス別の充足度  

        （事業者問 12-（１））                   （居宅介護支援問 11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

回答者数 いる いない 無回答

事業所数 113 23 84 6

構成比 20.4% 74.3% 5.3%

事業所数 22 0 20 2

構成比 0.0% 90.9% 9.1%

事業所数 20 0 17 3

構成比 0.0% 85.0% 15.0%

事業所数 22 3 19 0

構成比 13.6% 86.4% 0.0%

事業所数 7 2 5 0

構成比 28.6% 71.4% 0.0%

事業所数 1 1 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0%

事業所数 5 2 3 0

構成比 40.0% 60.0% 0.0%

事業所数 1 0 1 0

構成比 0.0% 100.0% 0.0%

事業所数 2 1 1 0

構成比 50.0% 50.0% 0.0%

事業所数 3 0 2 1

構成比 0.0% 66.7% 33.3%

事業所数 4 4 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0%

事業所数 2 2 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0%

事業所数 5 1 4 0

構成比 20.0% 80.0% 0.0%

事業所数 3 0 3 0

構成比 0.0% 100.0% 0.0%

事業所数 1 0 1 0

構成比 0.0% 100.0% 0.0%

事業所数 6 5 1 0

構成比 83.3% 16.7% 0.0%

事業所数 1 0 1 0

構成比 0.0% 100.0% 0.0%

事業所数 8 2 6 0

構成比 25.0% 75.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

短期入所生活介護

全体

訪問介護

通所介護

地域密着型通所介

護

訪問看護

訪問リハビリテ―

ション

通所リハビリテ―

ション

訪問入浴介護

短期入所療養介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

特定施設入居者生

活介護

小規模多機能型居

宅介護

認知症対応型通所

介護

認知症対応型共同

生活介護

その他

無回答

回答者数 過剰
充足（待機を
要すること

はない）

ほぼ充足

（暫時は待
つことがある

が、困るほ
どではない）

やや不足
（１，２ヶ月待
つことがあ

る）

不足してい
る

無回答

事業所数 42 1 21 8 6 3 3

構成比 2.4% 50.0% 19.0% 14.3% 7.1% 7.1%

事業所数 42 0 20 14 1 3 4

構成比 0.0% 47.6% 33.3% 2.4% 7.1% 9.5%

事業所数 42 1 24 14 0 0 3

構成比 2.4% 57.1% 33.3% 0.0% 0.0% 7.1%

事業所数 42 0 13 14 7 4 4

構成比 0.0% 31.0% 33.3% 16.7% 9.5% 9.5%

事業所数 42 0 21 13 3 1 4

構成比 0.0% 50.0% 31.0% 7.1% 2.4% 9.5%

事業所数 42 6 24 9 0 0 3

構成比 14.3% 57.1% 21.4% 0.0% 0.0% 7.1%

事業所数 42 6 21 10 2 0 3

構成比 14.3% 50.0% 23.8% 4.8% 0.0% 7.1%

事業所数 42 0 19 16 2 3 2

構成比 0.0% 45.2% 38.1% 4.8% 7.1% 4.8%

事業所数 42 0 5 5 3 19 10

構成比 0.0% 11.9% 11.9% 7.1% 45.2% 23.8%

事業所数 42 0 9 20 7 3 3

構成比 0.0% 21.4% 47.6% 16.7% 7.1% 7.1%

事業所数 42 0 3 23 8 3 5

構成比 0.0% 7.1% 54.8% 19.0% 7.1% 11.9%

事業所数 42 0 13 15 1 6 7

構成比 0.0% 31.0% 35.7% 2.4% 14.3% 16.7%

事業所数 42 0 7 12 4 6 13

構成比 0.0% 16.7% 28.6% 9.5% 14.3% 31.0%

事業所数 42 5 29 4 1 0 3

構成比 11.9% 69.0% 9.5% 2.4% 0.0% 7.1%

事業所数 42 5 29 4 0 0 4

構成比 11.9% 69.0% 9.5% 0.0% 0.0% 9.5%

事業所数 42 1 7 11 4 11 8

構成比 2.4% 16.7% 26.2% 9.5% 26.2% 19.0%

事業所数 42 1 6 6 5 16 8

構成比 2.4% 14.3% 14.3% 11.9% 38.1% 19.0%

事業所数 42 0 13 16 3 2 8

構成比 0.0% 31.0% 38.1% 7.1% 4.8% 19.0%

事業所数 42 0 11 15 8 2 6

構成比 0.0% 26.2% 35.7% 19.0% 4.8% 14.3%

事業所数 42 0 6 7 11 12 6

構成比 0.0% 14.3% 16.7% 26.2% 28.6% 14.3%

事業所数 42 0 28 7 1 0 6

構成比 0.0% 66.7% 16.7% 2.4% 0.0% 14.3%

事業所数 42 0 5 10 12 10 5

構成比 0.0% 11.9% 23.8% 28.6% 23.8% 11.9%

事業所数 42 0 2 10 10 16 4

構成比 0.0% 4.8% 23.8% 23.8% 38.1% 9.5%

事業所数 42 1 1 4 6 18 12

構成比 2.4% 2.4% 9.5% 14.3% 42.9% 28.6%

事業所数 42 0 4 15 13 6 4

構成比 0.0% 9.5% 35.7% 31.0% 14.3% 9.5%

事業所数 42 0 2 6 10 18 6

構成比 0.0% 4.8% 14.3% 23.8% 42.9% 14.3%

事業所数 42 1 2 2 2 25 10

構成比 2.4% 4.8% 4.8% 4.8% 59.5% 23.8%

事業所数 42 1 9 12 6 6 8

構成比 2.4% 21.4% 28.6% 14.3% 14.3% 19.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問介護（ホームヘルプ）

介護老人保健施設（老人保健

施設）

介護療養型医療施設

看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）

通所介護（デイサービス）

地域密着型通所介護（デイ
サービス）

通所介護事業所等で実施する

宿泊サービス

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

居宅介護支援（ケアマネ

ジャー）

介護老人福祉施設（特別養護

老人ホーム・ユニット型）

介護老人福祉施設（特別養護

老人ホーム・従来型）

地域密着型介護老人福祉施設

地域密着型特定施設入居者生

活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

定期巡回・随時対応型訪問介

護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

療養通所介護

短期入所生活介護（ショートス

テイ）

短期入所療養介護（老人保健

施設）のショートステイ）

特定施設入居者生活介護
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② 深夜の介護サービスの利用意向（要介護者の家族） 

要介護者の主な介護者に深夜における介護の状況を聞いたところ、「深夜の介護は必

要ない」が 29.3％と最も多く、「家族が介護している」が 29.1％と、深夜のサービス

利用は少ないと言えます。 

 

図 深夜の介護について（要介護問 60-（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

（ 11）地域密着型サービスについてアンケートから  

ケアマネジャーから見た定期巡回・随時対応型訪問介護看護におけるサービスの有

効性については、「有効だと思うが、あまりケアプランには入れない」が 52.4％、「有

効だと思うので、積極的に活用したい」が 35.7％と、有効性は認めながらも、ケアプ

ランへの採用は慎重となっています。 

次いで、看護小規模多機能型居宅介護におけるサービスの有効性については、「有効

だと思うので、積極的に活用したい」が 59.5％、「有効でない」が 16.7％と、ケアマ

ネジャーの活用度に差が見られます。 

 

図 定期巡回・随時対応型訪問介護看護      図 看護小規模多機能型サービス 

 について（居宅介護支援問 35-（４））      について（居宅介護支援問 35-（４）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

訪問介護を利用し

ている

1.0%

家族が介護してい

る

29.1%

その他

7.7%
深夜介護は必要な

い

29.3%

無回答

33.0%

（Ｎ＝810)

有効だと思うので、

積極的に活用した

い
35.7%

有効だと思うが、あ

まりケアプランには

入れない
52.4%

有効でない

7.1%

無回答

4.8%

（Ｎ＝42）

有効だと思うので、

積極的に活用した

い
59.5%

有効でない
16.7%

無回答

23.8%

（Ｎ＝42）



 

２．介護保険をとりまく状況 
 

43 

 

（ 12）本市の地域資源の分布  

ここでは、アンケートでケアマネジャーの方が不足感を感じるサービスについて整

理しました。 

 

   図 認知症対応型共同生活介護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   資料：地域包括ケア「見える化」システムから引用 

  

認知症対応型共同生活介護
事業所名 所在地 定員

グループホームたまだいら 東京都日野市多摩平2丁目13番地14 9
グループホームきずな 東京都日野市多摩平3丁目5番地21    9
グループホームしらかば 東京都日野市旭が丘2丁目27番地3    9
グループホーム豊かな里 東京都日野市豊田1丁目22番地2    9
グループホームぷあそん 東京都日野市西平山3丁目2番地4    9
グループホームにんじん・万願寺 東京都日野市万願寺6丁目22番地6    18
愛の家グループホーム日野万願寺 東京都日野市万願寺3丁目44番地2    18
グループホームあすなろ 東京都日野市百草1042番地21    18

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業所名 所在地

やさしい手日野南平 東京都日野市南平4丁目40番地5    
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（ 13）介護予防・日常生活支援総合事業についてアンケートから  

① 資格を有しない人が行うサービスの利用について（ケアマネジャー）        

経済的に余裕のない利用者に対し、安価で資格を有しない人が行うサービスを勧め

たいかについては、居宅介護支援事業所では「勧めたいと思わない」が 61.9％である

のに対して、「勧めたいと思う」が 35.7％となっています。勧めたいとは思わない理

由としては、「サービスの質に不安があるため」が 73.1％となっています。 

 

図 介護予防・日常生活支援総合事業で 

  資格を有しない人が行うサービスを勧めたいかどうか（居宅介護支援問 48） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
      資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

図 介護予防・日常生活支援総合事業で、資格を有しない人が行うサービスを 

  勧めたくない理由（居宅介護支援問 48-（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

勧めたいと思う

35.7%

勧めたいとは思わ

ない

61.9%

無回答

2.4%

（Ｎ＝42）

73.1%

19.2%

11.5%

3.8%

0.0%

11.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80%

サービスの質に不安があるため

利用者支援や事務手続きについて、これまでのサービ

スとどのような相違があるか不明であり、不安なため

どの事業者が資格を有しない人によるサービスを提供

しているのか、わかりづらいため

どのように利用を開始すれば良いのかわからないため

介護事業所（有資格者）に対する遠慮があるため

その他

無回答

（N＝26）
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② 資格を有しない人が行うサービスの利用について（介護事業所） 

同様の質問を訪問介護事業者にしたところ、「勧めたいとは思わない」が 72.7％、「勧

めたいと思う」が 22.7％となっており、使いたくない理由としては「報酬単価が安く、

専門職の人材を配置しているため、事業所の経営が成り立たないため」が 56.3％とな

っています。また、（地域密着型）通所介護事業所では「勧めたいとは思わない」が

100％となっています。 

 

    図 介護予防・日常生活支援総合事業で    図 介護予防・日常生活支援総合事業を 

     資格を有しない人が行うサービスを       資格を有しない人が行うサービスを 

  勧めたいと思うか（事業者問 23（１））   勧めたいと思うか（事業者問 26（１）） 

  【訪問介護事業所】             【（地域密着型）通所介護事業所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 介護予防・日常生活支援総合事業で    図 介護予防・日常生活支援総合事業を 

資格を有しない人が行うサービスを         資格を有しない人が行うサービスを 

  使いたくない理由（事業者問 23（２））    使いたくない理由（事業者問 26（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

勧めたいと思う

22.7%

勧めたいとは思わ

ない

72.7%

無回答

4.5%

（Ｎ＝22）

勧めたいと思う

0.0%

勧めたいとは思わ

ない

100.0%

わからない

0.0%

無回答

0.0%

（Ｎ＝1）

56.3%

31.3%

25.0%

25.0%

25.0%

0.0%

0.0%

37.5%

0.0%

0% 20% 40% 60%

報酬単価が安く、専門職の人材を配置しているた

め、事業所の経営が成り立たないため

他の利用者とサービス内容を区別することが難し

いため

資格を有しない人を確保するのが困難であるため

有資格者への配慮のため

社内での研修など資格を有しない人を育成するこ

とが困難であるため

手続きが煩雑なため

制度を良く知らないため

その他

無回答

（N＝16）

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 50% 100%

他の利用者とサービス内容を区別することが難し

いため

報酬単価が安く専門職の人材を配置しているた

め、事業所の経営が成り立たないため

手続きが煩雑なため

制度を良く知らないため

資格を有しない人を確保するのが困難であるため

有資格者への配慮のため

社内での研修など資格を有しない人を育成すること

が困難であるため

その他

無回答

（N＝1）
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③ 介護保険事業以外の生活支援サービスの利用意向（要支援）  

介護予防のためには、介護保険を補完する生活支援サービスの充実が必要となって

います。そのため、要支援者に対して生活支援サービスの今後の利用意向を聞いたと

ころ、「掃除・洗濯」が 25.9％、「外出同行（通院・買い物など）」が 17.4％となって

います。 

 

表 生活支援サービスの今後の利用意向（要支援問 74） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.9%

17.4%

16.5%

16.5%

12.1%

11.7%

9.6%

9.2%

5.9%

3.6%

16.9%

34.3%

0% 20% 40%

掃除・洗濯

外出同行（通院、買い物など）

買い物（宅配は含まない）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

配食

見守り、声かけ

調理

ゴミ出し

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答（N＝478）
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３．医療と介護との連携  

（１）医療と介護との連携についてアンケートから  

① 医療と介護の連携の必要性（医療機関） 

医療と介護との連携の必要性については、医療機関では「必要である」が 96.8％と

多く、必要な理由は、「医療だけでなく介護や生活支援を含めた、総合的な支援が必要

だから」が 93.3％となっており、連携の必要性はほとんど異論がない状況です。 

なお、連携にあたって希望する事項については、医療機関から介護事業所、ケアマ

ネジャーに対しては、「構えず、気軽に連絡をしてほしい」が 54.8％と多くなってい

ますが、「着任時にあいさつが欲しい」「診療時間を避けて連絡してほしい」等の希望

もあるのが特徴です。 

 

図 医療と介護との連携の必要性       図 連携にあたり希望すること 

（医療機関問 26（１））          （医療機関問 28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

図 医療と介護との連携が必要な理由（医療機関問 26（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

93.3%

70.0%

56.7%

0.0%

0.0%

0% 50% 100%

医療だけでなく介護や生活支援を

含めた、総合的な支援が必要で

あると感じるから

患者の生活面に不安を抱えてい

そうだと感じるから

適切な治療や薬の処方、診断、

在宅療養の支援のため、介護等

の情報を収集することが必要だか

ら

その他

無回答

（N＝30）

54.8%

19.4%

12.9%

9.7%

3.2%

16.1%

12.9%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80%

構えず、気軽に連絡を入れて欲しい

担当着任時に、かかりつけ医に担当となった

旨、一報を入れて欲しい

連絡を入れる時間には、診療時間を避ける

等、気を使ってほしい

介護に関する知識は、かみ砕いて説明して

ほしい

医療的な知識も多少勉強してほしい

特にない

その他

無回答（N＝31）必要である

96.8%

必要ない

0.0%

無回答

3.2%

（Ｎ＝31）
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② 医療と介護の連携の必要性（事業者） 

事業者の視点から医療機関との連携についてみると、「必要である」が 95.6％とな

っており、必要な理由は「利用者の病状等急変時に対応を相談するため」が 85.0％と

なっています。なお、医療と介護の連携シートは「活用している」が 12.9％となって

います。 

 

図 医療と介護との連携の必要性       図 連携が必要な理由 

       （事業者問 19（１））                （事業者問 19（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

図 医療と介護の連携シートの活用状況（医療機関問 32） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

85.0%

31.0%

24.8%

10.6%

4.4%

0% 50% 100%

サービス提供中、利用者の病状・病態が急変し

たとき、対応を相談するため

利用者の病状・病態が急変したとき、看取りや

延命治療の希望の有無について、かかりつけ

医に確認するため

看取りを希望する利用者の最期を迎えることと

なったとき、かかりつけ医等に緊急往診してもら

うため

その他

無回答

（N＝113）

必要であると強く思

う

67.3%

どちらかと言えば

必要である

28.3%

どちらかと言えば

必要でない
1.8%

必要でない

0.9%
無回答

1.8%

（Ｎ＝113）

活用している

12.9%

他のシステム

で活用してい

る
0.0%

活用していな

い

83.9%

無回答

3.2%

（Ｎ＝31）
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（２）事業者が実施する医療的ケアアンケートから  

医療的なケアが必要な方への体制は、「十分な体制である」が 21.0％と低く、医療

的ケアへの今後の姿勢としては、「積極的に取り組めない」が 45.1％となっています。 

サービス提供に積極的に取り組めない理由としては、「看護職を確保できないため」

が 68.6％、「医療的ケアの一部を対応可能な介護職の確保が難しい」が 58.8％となっ

ています。 

 

図 医療的なケアが必要な方への体制の評価   図 医療的ケアへの今後の姿勢  

           （事業者問 16（３））            （事業者問 16（５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

図 サービス提供に積極的に取り組めない理由（事業者問 16（７）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
                資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

十分な体制である

21.0%

十分とは言えない

74.2%

無回答
4.8%

（Ｎ＝62）

68.6%

58.8%

35.3%

35.3%

29.4%

17.6%

13.7%

11.8%

7.8%

3.9%

0.0%

11.8%

2.0%

0% 50% 100%

看護職を確保できないため

医療的ケアの一部を対応可能な介護職の確保

が難しいため

介護職が、医療的ケアの一部を対応するため

の研修を受けるのが難しいため

医療的ケアを要する高齢者へのサービス提供

はリスクが高いため

採算上難しいため

医療的ケアに関する職員向けの研修をするこ

とが難しいため

利用者側のニーズが見込めないため

訪問診療・往診を行う医師（病院・診療所）との

連携が難しいため

介護事業所は、医療的ケアに対応する必要は

ないと考えているため

訪問看護事業所との連携が難しいため

既に医療職の確保や介護職による医療的ケア

の提供に先進的に取り組んでいるため

その他

無回答
（N＝51）

積極的に取り組み

たい

37.2%

積極的には取り組

めない

45.1%

わからない

14.2%

無回答

3.5%

（Ｎ＝113）
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（３）看取りについてアンケートから  

看取りに関する意向は、要支援、要介護ともに同じような傾向ですが、「自宅や住ん

でいる場所以外の病院やホスピス等の終末期ケア専門の施設に、最後は入院や入所を

したい」は、要支援の方が要介護の方に比べてやや高い割合となっています。 

 

   表 看取りに関する意向（要支援問 55、要介護問 30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

医療機関を対象に高齢者の看取りを実施したことがあるかどうかについては、「ない」

が 61.3％、「ある」が 38.7％となっていますが、内科ありの医療機関に限定すると、

「ある」が 44.0％となっています。 

 

   表 看取りの実施状況（医療機関問９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
              資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

回答者数

自宅や住ん

でいる場所
での「看取

り」を希望す
る

現在入所中

の施設（有
料ホーム

等）での「看
取り」を希望

する

自宅や住ん

でいる場所
以外の病院

やホスピス
等の終末期

ケア専門の
施設に、最

後は入院や
入所をした

い

わからない その他 無回答

人数 1,288 501 87 230 315 23 132

構成比 38.9% 6.8% 17.9% 24.5% 1.8% 10.2%

人数 478 193 14 113 117 9 32

構成比 40.4% 2.9% 23.6% 24.5% 1.9% 6.7%

人数 810 308 73 117 198 14 100

構成比 38.0% 9.0% 14.4% 24.4% 1.7% 12.3%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

回答者数 ある ない 無回答

事業所数 31 12 19 0

構成比 38.7% 61.3% 0.0%

事業所数 25 11 14 0

構成比 44.0% 56.0% 0.0%

事業所数 6 1 5 0

構成比 16.7% 83.3% 0.0%

事業所数 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

内科あり

内科なし

無回答
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なお、かかりつけ医でなくても看取りを実施するかについて、看取りを行う医療機

関のみに質問したところ、「かかりつけでない患者については、お断りしている」が

83.3％、「受け付ける」が 8.3％となっており、看取りを行うにはかかりつけ医となっ

ていることが必要となっています。 

 

   表 （看取りを行う医療機関のみ）かかりつけ医でなくても看取りを実施するか（医療機関問 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

看取りを行う上で困難なことは、「かかりつけの患者の看取りの際、別の患者の診療

と重なってしまい、対応できないことがある」が 41.9％、次いで「延命治療を行うか

どうか、本人の希望がわからない」が 16.1％となっています。 

 

 表 看取りを行う上で困難なこと（医療機関問 11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

回答者数

延命治療を
行うかどう

か、本人の
希望がわか

らない

現場にいる
介護職から

の問い合わ
せ、連携が

難しい

かかりつけ
の患者の看

取りの際、
別の患者の

診療と重
なってしま

い、対応でき
ないことがあ

る

現場の介護
職の対応が

不足してい
ると感じるこ

とが多い

検視検案
ケースにな

らないように
するのが難

しい

その他 無回答

事業所数 31 5 4 13 3 2 7 5

構成比 16.1% 12.9% 41.9% 9.7% 6.5% 22.6% 16.1%

事業所数 25 5 2 12 3 2 6 3

構成比 20.0% 8.0% 48.0% 12.0% 8.0% 24.0% 12.0%

事業所数 6 0 2 1 0 0 1 2

構成比 0.0% 33.3% 16.7% 0.0% 0.0% 16.7% 33.3%

事業所数 0 0 0 0 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

内科あり

内科なし

無回答

回答者数 受け付ける

かかりつけ

でない患者

については、
お断りしてい

る

その他 無回答

事業所数 12 1 10 1 0

構成比 8.3% 83.3% 8.3% 0.0%

事業所数 11 0 10 1 0

構成比 0.0% 90.9% 9.1% 0.0%

事業所数 1 1 0 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

事業所数 0 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

内科あり

内科なし

無回答
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（４）訪問診療の周知度についてアンケートから  

要介護者から見た場合は、訪問診療の利用は 27.8％と低く、利用していない方の理

由は「訪問診療をしてくれる医療機関・医師を知らない」が 14.1％と最も多くなって

います。 

また、医療機関では 24 時間の往診体制が「必要である」は 58.1％である反面、24

時間の往診体制を整備する場合「協力できる」は 6.5％にとどまっています。 

 

 図 訪問診療の利用度（要介護問９（１）） 図 訪問診療を利用しない理由（要介護問９（１）-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

図 24 時間の往診体制（医療機関問 33）    図 24 時間の往診体制への協力（医療機関問 34） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

利用している

27.8%

利用していない

63.8%

無回答

8.4%

（Ｎ＝810)

14.1%

8.9%

7.7%

7.5%

5.0%

4.3%

2.3%

53.0%

21.3%

0% 20% 40% 60%

訪問診療をしてくれる医療機関・医師を知らない

症状が急に悪くなったとき、適切に対応してもらえ

るか不安である

在宅医療は経済的に負担が大きい

家族や身の回りの人への負担が大きい

どこに相談したらいいかわからない

居住環境が在宅医療を受けるのに適していない

地域の訪問診療・訪問看護の体制が十分整って

いない

その他

無回答（N＝517）

必要である

58.1%

必要ない

35.5%

無回答

6.5%

（Ｎ＝31）

協力する

6.5%

ローテーションの

頻度によって

は、協力できる
12.9%

協力は難しい

80.6%

無回答

0.0%

（Ｎ＝31）
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（５）訪問歯科診療の周知度についてアンケート等から  

訪問歯科診療の利用は、18.4％と低くなっています。また、未利用である理由は、

「訪問診療をしてくれる歯科医療機関を知らない」43.6％、「どこに相談したらいい

かわからない」27.3％とあわせて 70.9％となっています。 

 

 

図 訪問歯科診療の利用（要介護問 17（１）） 図 訪問診療未利用である理由 

                                             （要介護問 17（１）-１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

平成１４年の「要介護者の口腔状態と歯科治療の必要性」についての研究結果をみ

ると、要介護者の約９割の方が、歯科治療や口腔ケアが必要となっています。 

口腔ケアが死因の上位である誤嚥性肺炎の予防や介護度重度化の軽減につながると

いわれている中、上記の訪問歯科治療の利用に関するアンケートで、「利用するつもり

はない」に回答された方が 44.0％となっており、歯科治療や口腔ケアが必要なのに、

必要性を認識していないことが問題となっています。 

 

図 訪問歯科診療の必要性厚生労働科学研究費助成金（長寿科学総合研究事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働科学研究費助成金（長寿科学総合研究事業）（要介護者を368人を対象に実施・平成１４年） 

  

歯科治療および専

門的口腔ケアどち

らも必要
53.3%

歯科治療が必要

21.0%

専門的口腔ケアが

必要

15.2%

どちらも必要なし
10.5%

（Ｎ＝368・平均年齢81歳）

利用している

18.4%

利用してみたい

が、利用していない

20.4%
利用するつもりは

ない

44.0%

無回答

17.3%

（Ｎ＝810)

43.6%

27.3%

17.0%

11.5%

10.3%

27.3%

5.5%

0% 20% 40% 60%

訪問診療してくれる歯科医療機関を知らない

どこに相談したらいいかわからない

経済的な負担が大きい

家族や身の回りの人への負担が大きい

居住環境が歯科訪問診療を受けるのに適して

いない

その他

無回答
（N＝165）
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（６）通院についてアンケートから  

一人で通院できない方が要介護では 80.8％と多くなっています。また、実際の通院

にあたっては、要介護では 45.9％の方が身内の方に送迎してもらっています。なお、

民間の移送サービス等を利用している方は 12.6％です。 

さらに、仮に一人で通院できなくなった場合の同行者の有無については、「いいえ（つ

きそいの人がいない）」は要介護では 6.8％となっています。 

 

図 一人で通院が可能かどうか（要介護問 10） 図 通院にあたって送迎する人（要介護問 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

図 付き添ってくれる人の有無（要介護問 13）  図 仮に一人で通院できなくなった場合 

                         同行者の有無（要介護問 14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

45.9%

12.6%

4.4%

4.3%

4.0%

3.6%

0.6%

10.2%

27.5%

0% 20% 40% 60%

身内の人に送迎してもらっている

民間の移送サービス（介護付タクシ―、車いすタク

シ―など）を利用している

日野市社会福祉協議会、福祉カフェテリアの移送

サービスを利用している

通院付き添いサービスを利用している

自宅（集合住宅を含む）の階段昇降介助を受けて

いる

医療機関の送迎サービスを利用している

近所の人や友人に送迎してもらっている

特にない（ご本人が自動車や公共交通機関等を

利用して通院している）

無回答

（N＝810）

はい

69.0%

いいえ

6.8%

わからない

10.4%

無回答

13.8%

（Ｎ＝810)

一人で通院するこ

とができる

10.7%

介助があれば通院

することができる
62.0%

通院することはでき

ない

18.8%

無回答

8.5%

（Ｎ＝810)

はい

61.6%

いいえ

20.0%

わからない

4.9%

無回答

13.5%

（Ｎ＝810)



 

３．医療と介護との連携 

55 

 

（７）在宅診療を行っている病院・診療所の分布  

 

    図 在宅診療を行っている病院・診療所分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：地域包括ケア「見える化」システムから引用（平成29年11月） 

 

    図 在宅診療を行っている歯科診療所分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    資料：地域包括ケア「見える化」システムから引用（平成29年11月） 
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４．認知症施策の状況  

（１）認知症患者の将来推計  

国における認知症患者の将来推計によれば、平成 24 年の 462 万人から、平成 37

年には現在と有病率が同じ場合で 675 万人、有病率も上昇する場合では 730 万人ま

で増加することが見込まれます。 

そのため、日野市でも認知症の患者数は今後も増加していくことが見込まれます。 

 

図 認知症患者の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 28年高齢社会白書 

 

（２）認知症の診断についてアンケートから  

① 認知症診断の有無 

認知症と診断された方については、要支援者では全体の 3.8％ですが、要介護者では

全体の 39.1％の方が認知症と診断されています。 

 

表 認知症診断の有無（要支援問 86（１）、要介護問 64（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
          資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

462
517

602
675

744
802 797 850

462
525

631
730

830
953

1,016

1,154

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

（
万

人
）

■ 65歳以上の認知症患者数と有病率の将来推計

認知症の将来推計(現在と同じ有病

率の場合）

認知症の将来推計(有病率が上昇す

る場合）

回答者数 はい いいえ 無回答

人数 1,288 335 663 290

構成比 26.0% 51.5% 22.5%

人数 478 18 307 153

構成比 3.8% 64.2% 32.0%

人数 810 317 356 137

構成比 39.1% 44.0% 16.9%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護
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② 認知症の疑いをもった理由 

認知症の疑いをもった理由としては、「物忘れが多くなった」「同じことを何度も言

う・聞く・する」が多くなっています。 

 

表 認知症の疑いをもった理由（要支援問 86（１）-２、要介護問 64（１）-２）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

③  認知症の診断までの時間と時間がかかった理由 

認知症の疑いをもってから、診断が下されるまでの時間は要介護者では 3 か月以内

が 13.6％と多くなっていますが、1 年以上かかるケースも見られます。その理由とし

ては、「本人が認知症であることを認めなかったため」が 29.9％となっています。 

そのため、気軽に認知症の診断を行うことが出来るような仕組みづくりが必要です。 

 

図 認知症の診断が下されるまでの時間    図 診断に時間がかかった理由 

       （要介護問 64（１）-３）             （要介護問 64（１）-４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

29.9%

19.0%

10.3%

9.8%

9.2%

8.7%

6.5%

22.3%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40%

認知症の疑いがあることを、本人が素直に認めることが

できず、診断をうけさせることができなかったから

認知症の疑いがあることを、介護者や家族が素直に認

めることができなかったから

診断を受けられる医療機関を調べるのに時間を要した

から

どこに相談すれば良いか、わからなかったから

認知症の診断を下すことができる医療機関が近くにな

かったから

認知症という病気を知らなかったから

内科医等、かかりつけ医に相談したが、専門医の紹介

など、適切な対応をしてくれなかったから

その他

無回答

（N＝184）

回答者数

同じこと
を何度も
言う・聞
く・する

物忘れが
多くなっ

た

話のつじ
つまが合

わなく
なった

人を疑う
ことが多
くなった

道に迷う
ように
なった

怒りっぽ
くなった

趣味や好
きなテレ
ビ番組に
興味がな
くなった

主治医か
ら指摘さ
れるまで
気づかな
かった

近所の人
から指摘
されるま
で気づか
なかった

その他 無回答

人数 1,288 256 347 181 81 99 116 129 30 3 63 836

構成比 19.9% 26.9% 14.1% 6.3% 7.7% 9.0% 10.0% 2.3% 0.2% 4.9% 64.9%

人数 478 36 69 15 6 10 12 15 3 0 8 394

構成比 7.5% 14.4% 3.1% 1.3% 2.1% 2.5% 3.1% 0.6% 0.0% 1.7% 82.4%

人数 810 220 278 166 75 89 104 114 27 3 55 442

構成比 27.2% 34.3% 20.5% 9.3% 11.0% 12.8% 14.1% 3.3% 0.4% 6.8% 54.6%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

3か月以内

13.6%

1年超

9.0%

半年以内

7.2%

1年以内

6.5%

無回答
63.7%

（Ｎ＝810)
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④ 現在抱えている傷病の第１位は「認知症」（要介護） 

要介護者が、現在抱えている傷病の第 1 位は「認知症（35.8％）」となっており、

最も多い「傷病」となっています。 

 

図 現在抱えている傷病（要介護問７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
         資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月）  

35.8%

21.1%

19.4%

19.1%

18.8%

15.1%

9.1%

7.3%

5.6%

5.4%

3.1%

3.1%

2.8%

21.0%

3.6%

1.7%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40%

認知症

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

心疾患（心臓病）

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

脳血管疾患（脳卒中）

糖尿病

変形性関節疾患

呼吸器疾患

悪性新生物（がん）

パーキンソン病

腎疾患（透析）

難病（パーキンソン病を除く）

膠原病（関節リウマチ含む）

その他

なし

わからない

無回答（N＝810）
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⑤ 認知症の方に対する、医療機関の紹介および診断と治療の有無  

                        （ケアマネジャー） 

ケアマネジャーに認知症の方の医師による専門的な診断と治療の有無について聞く

と、「ほとんどの人が受けている」が 69.0％となっています。 

また、認知症が疑われる方に、医師による専門的な診断と治療をすすめる場合、ケ

アマネジャーとして紹介している医療機関については、「市内の医療機関」が 88.1％

となっています。 

 

図 認知症の方の医師による専門的な診断   図 認知症の方に紹介している 

  と治療の有無（居宅介護支援問 26（１））   医療機関（居宅介護支援問 26（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

（３）認知症の介護アンケートから  

① 認知症による徘徊の有無 

認知症の方の徘徊の有無では、要介護者では全体の 6.8％の方が認知症による徘徊が

あると回答しています。これを要介護者で認知症の診断を受けた人、317 人に絞って

みると、６人のうち１人の割合で徘徊がみられます。 

 

表 認知症による徘徊の有無（要支援問 88、要介護問 66） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
         資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

回答者数 はい いいえ 無回答

人数 1,288 56 434 798

構成比 4.3% 33.7% 62.0%

人数 478 1 85 392

構成比 0.2% 17.8% 82.0%

人数 810 55 349 406

構成比 6.8% 43.1% 50.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

要支援

要介護

ほとんどの人が受

けている

69.0%

あまり受けていな

い

31.0%

無回答

0.0%

（Ｎ＝42）

88.1%

50.0%

0.0%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市内の医療機関

市外の医療機関

その他

無回答
（N＝42）
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② 認知症診断の有る方が徘徊をする割合（要介護度別） 

認知症の診断を受けた人を母数として、徘徊をする人の割合を介護度別で見てみる

と、特に要介護４の方では認知症の診断を受けた方の 25.6％の方が徘徊するなど、割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

③  認知症の方を介護する介護者の孤立感および介護サービスの対応度 

このような中で介護者は、認知症の介護で手伝ってくれる人がいないケースでは孤

立感を感じるケースが多くなっています。 

同居家族等が不在の場合、介護保険サービスのみで十分対応できるかどうかについ

ては、認知症の介護は「出来ていない」が 54.8％と「出来ている」の 21％の倍以上

となっています。 

 

図 認知症の介護で、          図  同居家族不在の場合、介護サービスだけで 

  孤立感を感じるか（要介護問 69（１））   介護が出来ているか（居宅介護支援問 19（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

15.5%

11.9%

8.8%

18.2%

25.6%

7.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

全体(317人）

要介護１(42人）

要介護２(57人）

要介護３(77人）

要介護４(78人）

要介護５(63人）

■ 要介護度別認知症の診断を受けた人の

うち、徘徊をする人の割合

（要介護問 64、問 66。要介護度とのクロス集計） 

感じる

7.8% 時々感じる

9.0%

あまり感じない

14.0%

感じない

9.5%

無回答

59.8%

（Ｎ＝810)

できていない

54.8%

できている（ケアプ

ランの範囲内で対

応している）
21.4%

無回答

23.8%

（Ｎ＝42）
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（４）認知症支援で困難なことアンケートから  

ケアマネジャーから見て認知症支援で困難なことについては、「服薬の管理が難しい」

が 81.0%、「認知症であることを心理的に受け入れられない家族への対応が難しい」

が 78.6％となっています。また、介護者にとって困難なことは、「見守り等介護負担

が重い」が 92.9%となっています。 

 

図 認知症の支援でケアマネジャーとして    図 認知症の支援で介護者にとって、困難なこと 

  困難なこと（居宅介護支援問 22）                  （居宅介護支援問 23） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

家族交流会や認知症カフェへの参加の勧めについては、家族交流会への「参加をす

すめている」が約 76.2％、「認知症カフェ」への参加をすすめているのは 61.9%とな

っています。 

 

図 認知症の家族に、家族交流会をすすめて   図 認知症の家族に、認知症カフェ 

  いるか（居宅介護支援問 24）         をすすめているか（居宅介護支援問 25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

81.0%

78.6%

71.4%

64.3%

47.6%

40.5%

38.1%

33.3%

2.4%

2.4%

0% 50% 100%

服薬の管理が難しい

認知症であることを心理的に受け入れられない家族

への対応が難しい

介護保険の範囲内では、見守り等を行うためのサー

ビスを十分に入れられない

認知症が疑われる場合、医師による診断を受けても

らうのが難しい

認知症の症状に応じた対応が難しい

認知症を理由にした入院拒否などにより、必要な

サービスを受けられないことがある

認知症の治療方法等、医療面での対応が難しい

認知症について相談できる専門医・専門外来が近く

にない

その他

無回答

（N＝42）

92.9%

81.0%

64.3%

47.6%

45.2%

42.9%

16.7%

4.8%

2.4%

0% 50% 100%

見守り等介護負担が重い

認知症の症状に応じた対応が難しい

認知症であることを心理的に受け入れられない

認知症の問題行動等が原因で、周囲から冷遇

されることがある

認知症を理由にした入院拒否など、必要な

サービスを受けられないことがある

認知症の治療方法等、医療面での知識が十分

でなく、受診等の適切な対応が難しい

相談できる窓口が近くにない

その他

無回答

（N＝42）

参加をすすめてい

る

76.2%

過去にすすめたこ

とはあるが、現在

はすすめていない
19.0%

すすめたことはな

いが、関心はある

2.4%

過去にすすめたこ

とはなく、今後もす

すめる気はない
0.0%

家族交流会を知ら

ない

0.0%

その他

0.0%

無回答

2.4%

（Ｎ＝42）

参加をすすめてい

る

61.9%

過去にすすめたこ

とはあるが、現在

はすすめていない
9.5%

すすめたことはな

いが、関心はある

26.2%

過去にすすめたこ

とはなく、今後もす

すめる気はない
0.0%

認知症カフェを知ら

ない

0.0%

その他

0.0%
無回答

2.4%

（Ｎ＝42）
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（５）認知症高齢者施策の周知度と需要についてアンケートから  

認知症高齢者施策関連で、市で実施している施策の今後の参加意向は、要介護者で

は「知って安心認知症（認知症ケアパス）」17.4％（現在の利用は 1.2％）、「認知症を

知る月間」10.0％（現在の利用は 2.2％）と、潜在需要が大きくなっています。 

 

表 認知症関連施策の参加意向（要介護問 67） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

回答者数

知っており、
参加（利用）

したことがあ
る

知っている
が、参加（利

用）したこと
はない

知らないが、
今後は参加

（利用）した
い

知らないし、

今後も参加
（利用）した
いと思わな

い

無回答

人数 810 18 78 81 176 457

構成比 2.2% 9.6% 10.0% 21.7% 56.4%

人数 810 18 62 77 175 478

構成比 2.2% 7.7% 9.5% 21.6% 59.0%

人数 810 10 45 141 146 468

構成比 1.2% 5.6% 17.4% 18.0% 57.8%

人数 810 27 76 65 176 466

構成比 3.3% 9.4% 8.0% 21.7% 57.5%

人数 810 17 94 63 171 465

構成比 2.1% 11.6% 7.8% 21.1% 57.4%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

認知症サポーター養成講座

知って安心認知症（認知症ケ

アパス）

認知症家族介護者交流会

認知症カフェ

「認知症を知る月間」の関係
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５．地域包括支援センターと地域での支え合いの強化  

（１）地域活動への参加についてアンケートから  

① 地域活動への参加状況 

地域活動やグループへの参加状況については、「年に数回以上（※再掲）」の参加が

多いのは、「スポーツ活動」「趣味関係」が各々32.0％、次いで「自治会」が 24.3％

となっています。 

一方、要支援の方の場合には、趣味活動を除き活動への参加者が半減するなど、地

域活動への参加が難しくなるのが特徴です。 

 

表 地域活動への参加状況（自立問 32（１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

表 地域活動への参加状況（要支援問 28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

回答者数 週4回以上 週2～3回 週１回 月１～３回 年に数回
参加してい

ない
無回答

(再掲）

年に数回
以上

人数 440 4 6 8 20 19 252 131 57

構成比 0.9% 1.4% 1.8% 4.5% 4.3% 57.3% 29.8% 13.0%

人数 440 14 50 40 26 11 196 103 141

構成比 3.2% 11.4% 9.1% 5.9% 2.5% 44.5% 23.4% 32.0%

人数 440 10 23 25 63 20 189 110 141

構成比 2.3% 5.2% 5.7% 14.3% 4.5% 43.0% 25.0% 32.0%

人数 440 1 5 18 18 12 249 137 54

構成比 0.2% 1.1% 4.1% 4.1% 2.7% 56.6% 31.1% 12.3%

人数 440 1 5 5 9 12 283 125 32

構成比 0.2% 1.1% 1.1% 2.0% 2.7% 64.3% 28.4% 7.3%

人数 440 2 3 1 16 85 204 129 107

構成比 0.5% 0.7% 0.2% 3.6% 19.3% 46.4% 29.3% 24.3%

人数 440 0 1 1 5 11 278 144 18

構成比 0.0% 0.2% 0.2% 1.1% 2.5% 63.2% 32.7% 4.1%

人数 440 4 9 4 20 42 233 128 79

構成比 0.9% 2.0% 0.9% 4.5% 9.5% 53.0% 29.1% 18.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

老人クラブ

ボランティアのグループ

自治会

地域のふれあいサロン

その他の団体や会合

回答者数 週4回以上 週2～3回 週１回 月１～３回 年に数回
参加してい

ない
無回答

（再掲）

年に数回
以上参加

人数 478 1 7 3 5 10 232 220 26

構成比 0.2% 1.5% 0.6% 1.0% 2.1% 48.5% 46.0% 5.4%

人数 478 7 23 32 6 2 211 197 70

構成比 1.5% 4.8% 6.7% 1.3% 0.4% 44.1% 41.2% 14.6%

人数 478 5 21 20 47 9 196 180 102

構成比 1.0% 4.4% 4.2% 9.8% 1.9% 41.0% 37.7% 21.3%

人数 478 1 7 4 13 4 224 225 29

構成比 0.2% 1.5% 0.8% 2.7% 0.8% 46.9% 47.1% 6.1%

人数 478 4 6 8 12 12 223 213 42

構成比 0.8% 1.3% 1.7% 2.5% 2.5% 46.7% 44.6% 8.8%

人数 478 3 1 1 7 29 214 214 41

構成比 0.6% 0.2% 0.2% 1.5% 6.1% 44.8% 44.8% 8.6%

人数 478 6 7 5 14 9 219 218 41

構成比 1.3% 1.5% 1.0% 2.9% 1.9% 45.8% 45.6% 8.6%

人数 478 3 11 14 16 31 205 198 75

構成比 0.6% 2.3% 2.9% 3.3% 6.5% 42.9% 41.4% 15.7%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

①「ボランティアのグループ」

　の関係

⑥「自治会」の関係

⑦「地域のふれあいサロン」

 の関係

②「スポーツ関係のグルー
　プやクラブ」の関係

③「趣味関係のグループ」
 の関係

④「学習・教養サークル」
 の関係

⑤「老人クラブ」の関係

⑧「その他の団体や会合」
 の関係
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②  地域活動 住民の有志で健康づくり等を行う場合のお世話役参加意向  

地域住民の有志で、健康づくり等を行う場合には、自立者は全体の約３割がお世話

係として「参加したい、参加しても良い」に回答しています。 

そのため、今後はお世話係として参加したいと考える高齢者の方が、多様な形で活

躍できる場を関係機関と連携しながら提供していくことが必要です。 

 

       図 お世話係としての参加意向（自立問 36） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

③  地域活動 高齢者のお手伝いできること、交流の場までの距離 

自立者に対して地域でお困りの高齢者をお手伝いできることについては、「話相手

（傾聴）」が 33.2％と最も多く、次いで、「買い物」が 26.1％と、高齢者の身の回り

のことが多くなっているのが特徴です。 

地域交流の場への距離については、「10分以内」が35.0％、「15分以内」では31.1％

となっています。そのため、家から 10 分以内の距離に交流の場を配置できれば、参

加する方が多くなることが期待できます。 

 

図 地域でお困りの高齢者を           図 交流の場への距離（自立問 39） 

     お手伝いできること（自立問 37）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

33.2%

26.1%

16.1%

15.5%

12.3%

28.4%

8.2%

0% 20% 40%

話相手（傾聴）

買い物

掃除

外出の付き添い

その他

したくない

無回答
（N＝440）

35.0%

31.1%

12.3%

5.2%

16.4%

0% 20% 40%

10分以内

15分以内

15分以上

５分以内

無回答
（N＝440）

参加したくない

62.0%

参加してもよい

30.0%

是非参加したい

0.9%

無回答

7.0%

（Ｎ＝440)
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（２）日常生活の状況についてアンケートから  

① 世帯の状況 

世帯人員については、自立、要支援、要介護とも世帯人員「２人」が多くなってい

ます。なお、要支援では１人の割合が高いのが特徴です。 

 

表 自立、要支援、要介護別の世帯人員構成（自立問３、要支援問３、要介護問３） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

日中独居の有無については、いずれも、「たまにある」が多くなっています。 

 

表 日中独居の有無（自立問４、要支援問８、要介護問４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

 

 

 

  

回答者数 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答

人数 2,128 416 803 334 155 79 62 279

構成比 19.5% 37.7% 15.7% 7.3% 3.7% 2.9% 13.1%

人数 547 70 247 99 36 18 20 57

構成比 12.8% 45.2% 18.1% 6.6% 3.3% 3.7% 10.4%

人数 554 183 190 60 34 14 13 60

構成比 33.0% 34.3% 10.8% 6.1% 2.5% 2.3% 10.8%

人数 1,027 163 366 175 85 47 29 162

構成比 15.9% 35.6% 17.0% 8.3% 4.6% 2.8% 15.8%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援

回答者数 よくある たまにある ない 無回答

人数 1,728 360 538 240 590

構成比 20.8% 31.1% 13.9% 34.1%

人数 440 112 166 61 101

構成比 25.5% 37.7% 13.9% 23.0%

人数 478 124 128 33 193

構成比 25.9% 26.8% 6.9% 40.4%

人数 810 124 244 146 296

構成比 15.3% 30.1% 18.0% 36.5%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援
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（３）高齢者の日常生活圏域における拠点  

日常生活圏域は、身近な地域に様々なサービス拠点を整備し、たとえ要介護状態や

認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、介護

サービス基盤の整備を進めるために取り入れられた考え方です。 

日野市では、『第３期日野市介護保険事業計画』（平成18年度から平成20年度まで）

において、地理的条件、交通機関や駅の状況、人口、既存の介護サービス基盤等を勘

案し、４つの日常生活圏域を設定しました。 

『第７期介護保険事業計画』においても、この考えを継承し、地域密着型サービス

や介護サービス基盤の充実などを進めています。 

 

日常生活圏域 地域包括支援 

センター名 

担当地域 

たかはた 

もぐさ 
百草、落川、程久保（1～8丁目を除く）、三沢２丁目、

三沢 1289～1294番地 

あさかわ 

高幡、三沢（1289～1294番地を除く）、 

三沢１・３～５丁目、新井、大字石田（浅川南）、 

程久保１～８丁目 

とよだ 

すてっぷ 
豊田、大字豊田、東豊田、富士町、旭が丘 2・５・６

丁目、多摩平１・２丁目 

あいりん 多摩平３～７丁目、日野台４・５丁目、大坂上 

ひの 

せせらぎ 日野本町、神明、日野台１～３丁目、栄町、新町 

多摩川苑 
万願寺、上田、川辺堀之内、日野、宮、 

石田、大字石田（浅川北） 

ひらやま 

いきいきタウン 東平山２・３丁目、平山 

すずらん 南平 

かわきた 
旭が丘１・３・４丁目、西平山 

東平山１丁目 
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（４）地域包括支援センターアンケートから  

地域包括支援センターの周知度は要介護で 71.0％、要支援 79.2％、自立 58.1％

となっています。ちなみに前回調査では、要介護 72.2％、自立 49.2％であり、自立

の方の周知度は上昇しています。 

なお、地域包括支援センターの周知度が自立者に対して低いため、今後地域での支

え合いの場をより充実していくために、さらなる周知が必要となっています。 

 

表 地域包括支援センターの周知度（自立問 62、要支援問 63、要介護問 38） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

回答者数

知ってお

り、利用し

たことが
ある

知ってい

るが、利

用したこ
とはない

知らない 無回答

人数 1,728 766 444 387 131

構成比 44.3% 25.7% 22.4% 7.6%

人数 440 49 207 161 23

構成比 11.1% 47.0% 36.6% 5.2%

人数 478 298 81 73 26

構成比 62.3% 16.9% 15.3% 5.4%

人数 810 419 156 153 82

構成比 51.7% 19.3% 18.9% 10.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

自立

要支援

要介護
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６．就労・健康、地域での生活について  

（１）就労状況についてアンケートから  

① 就労状況と就労しない理由 

就労状況は、特に前期高齢者の場合、「就労している」への回答が多く、65～69 歳

では 41.0％、70～74 歳では 32.3％となっています。 

また、就労していない理由には、「地域活動等で時間がない」「趣味や自分の時間を

大切にしたい」等が挙げられています。 

 

図 就労状況（自立問 40（１））          図 就労しない理由（自立問 40（１）-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

②  就労継続の意向 

今後の就労継続意向をみると、「体を動かせるうちは年齢に関係なく」が 37.7％と

なっています。 

 

図 今後の就労継続意向（自立問 40（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

27.3%

27.3%

27.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

27.3%

18.2%

0% 10% 20% 30%

経験を生かせる仕事、希望する仕事がない

地域活動、ボランティア活動に関わっていて

時間がない

趣味や自分の時間を大切にしたい

収入（賃金）が合わない

家族の介護等や自身の病気療養で働けない

就労の必要がない

収入が足りている

その他

無回答

（N＝11）

回答者数
就労してい

る

就労したい

が、現在は
働いていな

い

就労してい
ない

無回答

人数 440 110 11 290 29

構成比 25.0% 2.5% 65.9% 6.6%

人数 117 48 5 59 5

構成比 41.0% 4.3% 50.4% 4.3%

人数 93 30 2 57 4

構成比 32.3% 2.2% 61.3% 4.3%

人数 132 23 4 94 11

構成比 17.4% 3.0% 71.2% 8.3%

人数 73 8 0 59 6

構成比 11.0% 0.0% 80.8% 8.2%

人数 25 1 0 21 3

構成比 4.0% 0.0% 84.0% 12.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

85歳以上

80～84歳

全体

65～69歳

70～74歳

75～79歳

身体を動かせるう

ちは年齢に関係な

く
37.7%

わからない

24.5%

一定の年齢に達す

るまで
10.7%

無回答

27.0%

（Ｎ＝440)
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（２）住まいの状況  

① 住宅ストックの状況と賃貸住宅の空き家の状況 

国で実施した「平成 25 年度住宅・土地統計調査」によれば、全住宅のうち１割以上

が空き家になっています。空き家の種別では、賃貸用が全体の 78.7％と多くなってい

ます。 

 

図 住宅総数と居住状況の推移           図 居住世帯なしの住宅の状況（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：総務省「住宅・土地統計調査」                  資料：総務省「住宅・土地統計調査」 

 

②  新規住宅着工動向 

住宅着工統計からみると、市内には年間約 1,200 戸から 2,500 戸の住宅が整備さ

れています。そのうち貸家は約 400 戸から 1,000 戸と、年度により大きく異なりま

す。 

 

図 新規住宅着工件数動向   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国土交通省「住宅着工統計」 

  

347 397 319 329 362 386 362 386

1,027

258 317

418

1,017

470 393 359
470 527

927

328

603 584

758

886

615
489 562

593 517

415

1,032

433
541

0

125

1

1
0

1 0

5

0

0
1

1,523

2,425

1,405

1,212
1,283

1,450 1,406

1,733

2,387

1,294
1,443

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

給与住宅（社宅など）

貸家

分譲住宅

持ち家

（件数）

二次的住

宅

0.3%

賃貸用の

住宅

78.7%

売却用の

住宅
7.5%

その他の

住宅

13.5%

67,280 64,970
77,210 78,540

7,180 11,420

10,170 11,520

670 340

340
220

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

その他

居住世帯なし

居住世帯あり

（戸）

75,130 76,730

87,720 90,280
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③ 公的賃貸住宅の立地状況 

平成 27 年度の都の調査によれば、市内には都市機構の賃貸住宅が 5,318 戸、都営

住宅が 2,898 戸となっています。 

これを、同年１０年に実施された国勢調査における住宅総数で割り返すと、日野市

では都市機構賃貸住宅や市営住宅を含めた公的賃貸住宅が多いのが特徴です。 

 

表 公的賃貸住宅ストック数 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：東京都都市整備局総務部企画経理課「事業概要」、総戸数は「国勢調査」 

 

④  高齢者の住まいの状況（国勢調査の住宅所有別比率） 

高齢者単身世帯・高齢者夫婦世帯の住宅所有関係別世帯の比率をみると、高齢単身

世帯では、「借家」の割合が高くなっています。 

 

図 高齢者単身世帯・高齢者夫婦世帯の住宅所有関係別世帯比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 27年「国勢調査」 

 

  

世帯数 千戸当たり戸数 世帯数 千戸当たり戸数

公的賃貸住宅計 9,986 117.6 200,023 107.3
　都営住宅 2,898 34.1 89,943 48.2
　市町村営住宅 670 7.9 7,101 3.8
　都市機構賃貸住宅 5,318 62.6 64,237 34.5
　公社一般賃貸住宅 906 10.7 32,047 17.2
　高齢者向け優良賃貸住宅 29 0.3 110 0.1
　都民住宅 165 1.9 6,585 3.5
住宅総数 84,928 - 1,864,627 -

日野市 多摩地域26市

8 50.8%（4,261）

82.5%（7,422）

26.7%
(2,238)

13.1%

(1,177)

22.5%
(1,888)

4.3%

(388)

0.1%
(6)

0.1%
(5)0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢単身世帯（8,393世帯）

高齢夫婦世帯（8,992世帯）

持ち家 公営・都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅
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⑤ 高齢者のいる一般世帯数 

本市の一般世帯数に占める 65 歳以上の親族がいる世帯の割合は、平成 7 年で

19.1％であるのに対して、平成 27 年では 33.9％となっています。 

また、高齢者のいる一般世帯数に占める高齢者単身世帯数の割合は、平成 7 年で

18.3％であるのに対して、平成 27 年では 30.7％となっています。 

 

表 高齢者のいる一般世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：国勢調査 

 

⑥  自立、要支援、要介護の方の住まいの状況について 

高齢者の住まいは、全体では「持ち家」が多くなっていますが、（自立 78.2％、要

支援 75.3％、要介護 64.8％）、民間賃貸住宅、公営住宅、都市機構等が 17％程度と

なっています。要介護では有料老人ホームがやや多くなっています。 

 

表 住まいの所有状況（自立問 51、要支援問 52、要介護問 27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者数

持ち家

（家族名
義の家を

含む）

民間賃貸
住宅

公営住宅

（市営・都
営）

都市機

構、公社
等の賃貸

住宅

間借り
有料老人
ホーム等

その他 無回答

人数 1,728 1,229 81 108 115 5 72 30 88

構成比 71.1% 4.7% 6.3% 6.7% 0.3% 4.2% 1.7% 5.1%

人数 440 344 24 32 32 2 0 2 4

構成比 78.2% 5.5% 7.3% 7.3% 0.5% 0.0% 0.5% 0.9%

人数 478 360 15 33 37 1 7 6 19

構成比 75.3% 3.1% 6.9% 7.7% 0.2% 1.5% 1.3% 4.0%

人数 810 525 42 43 46 2 65 22 65

構成比 64.8% 5.2% 5.3% 5.7% 0.2% 8.0% 2.7% 8.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

自立

要支援

要介護

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
67,212 71,438 77,349 80,040 84,823

65歳以上親族のいる一般世帯数 12,845 16,257 20,498 24,850 28,762
高齢単身世帯数 2,345 3,360 4,898 6,767 8,823
高齢夫婦世帯数 3,558 5,158 6,782 8,199 9,139
その他の世帯数 6,942 7,739 8,818 9,884 10,800

19.1 22.8 26.5 31.0 33.9

18.3 20.7 23.9 27.2 30.7

一般世帯数

一般世帯数に占める65歳以上親族
のいる世帯の割合

高齢者のいる一般世帯数に占める
高齢単身世帯数の割合
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⑦ 入居を敬遠する理由について（不動産事業者） 

入居を敬遠する理由としては、「居室内の死亡事故等に対する不安」が 77.8％、「認

知症の発症・判断能力の低下等に対する不安」が 72.2％となっており、身体状況の低

下に伴い、民間賃貸住宅での継続的な居住が困難となっています。 

なお、保証人は立てられない場合でも、民間での保証人制度により対応は可能であ

る事業者が多くを占めています。また、高齢者の入居敬遠を避けるためには、ケアマ

ネジャーや地域包括職員による安否確認や緊急通報装置での見守りが有効と回答して

います。 

 

図 入居を敬遠する理由             図 入居が可能となるための手法 

        （不動産事業者問５（１））             （不動産事業者問５（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

図 高齢者の入居敬遠を避けるために必要なこと（不動産事業者問５（５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
          資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

77.8%

72.2%

27.8%

22.2%

22.2%

16.7%

16.7%

0.0%

16.7%

16.7%

0% 50% 100%

居室内での死亡事故等に対する不安

認知症の発症・判断能力の低下等に対する不安

他の入居者と生活スタイルや生活時間が異なること

への不安

住宅の使用方法に対する不安

オーナーの入居者選考のコンセプト（学生専用など）

家賃の支払いに対する不安

住宅のバリアフリー化状況が不十分

入居者以外の者（介護サービス提供職員など）の出

入りへの不安

その他

無回答

（N＝18）

55.6%

27.8%

16.7%

11.1%

0.0%

11.1%

22.2%

0% 20% 40% 60%

連帯保証人に代えて民間保証会社の利用が可能

連帯保証人に代えて公的な家賃債務保証制度の

利用が可能

親族以外の知人が連帯保証人となることを認めて

いる

十分な貯蓄など資産があれば連帯保証人が不要

年金等によるキャッシュフローが十分あれば連帯

保証人が不要

その他

無回答

（N＝18）

77.8%

72.2%

44.4%

33.3%

5.6%

11.1%

0% 50% 100%

ケアマネジャーや地域包括支援センター職員

等の訪問による定期的な安否確認

緊急通報装置の設置による２４時間の見守り

ボランティアの訪問による定期的な安否確認

電話による定期的な安否確認

その他

無回答（N＝18）
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また、現在入居している高齢者の継続的な居住のためには、「お亡くなりになった後

の手続き、片付け支援」が 88.9％と高くなっています。一方、見守りサービス・葬儀

実施・残存家財の片付けを目的とした都の「あんしん居住制度」については、「活用し

たいとは思わない」「知らない」が 88.9％となっており、制度の周知と活用に課題が

あると考えられます。 

 

図 高齢者の継続的な居住のために必要なこと（不動産事業者問６（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
           資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

図 『あんしん居住制度』の活用状況（不動産事業者問７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
              資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

 

  

88.9%

72.2%

61.1%

55.6%

33.3%

22.2%

16.7%

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

0% 50% 100%

入居者が万が一お亡くなりなった場合の手続き・

片づけ支援

安否確認や生活相談の実施

家賃債務の保証

緊急通報機器等の設置

高齢者に対応した住宅に対する家賃等助成

買い物、調理等の生活支援

入居者の入退院時の支援

住宅のバリアフリー化に対する助成

その他

公的支援は特に必要ない

無回答
（N＝18）

活用したことがある

0.0%

活用したことはない

が、制度は知って

おり、入居希望者

に機会があれば紹

介したい

0.0%
制度は知っている

が、あまり活用した

いとは思わない
11.1%

制度を知らない

77.8%

無回答
11.1%

（Ｎ＝18)
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⑧ 希望する今後の居住形態 

今後の介護意向については、「今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい」が

35.2％と最も多く、次いで「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保

健施設（老人保健施設）に入所したい」が 18.5％となっています。 

 

図 今後の生活意向（要介護問 29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

⑨  有料老人ホームやサービス付高齢者向け住宅について 

有料老人ホーム等に支払える月額は、自立では 10 万円程度ですが、要支援、要介護

では 5 万円以下となっています。 

 

表 有料老人ホーム等に支払える月額（自立問 53、要支援問 53（１）-２、要介護問 28（１）-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

35.2%

18.5%

10.4%

9.9%

4.1%

2.2%

1.2%

4.0%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40%

今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保

健施設（老人保健施設）に入所したい

わからない

身内からは介護を受けないで、今の自宅で、介護サービ

スや福祉・地域の支援により生活したい

有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に入所・

入居したい

身内の住むところに転居するが、身内には負担をかけな

いで、介護サービスや福祉・地域の支援により生活したい

身内の住むところに転居して、身内から介護を受けたい

その他

無回答

（N＝810）

回答者数
月額5万
円未満

月額5万
円

月額7万5
千円

月額10万
円

月額12万
5千円

月額15万
円

月額20万
円

月額20万
円超

無回答

人数 1,728 312 244 173 279 113 170 48 28 361

構成比 18.1% 14.1% 10.0% 16.1% 6.5% 9.8% 2.8% 1.6% 20.9%

人数 440 62 52 39 97 50 57 15 10 58

構成比 14.1% 11.8% 8.9% 22.0% 11.4% 13.0% 3.4% 2.3% 13.2%

人数 478 92 74 48 72 23 43 10 1 115

構成比 19.2% 15.5% 10.0% 15.1% 4.8% 9.0% 2.1% 0.2% 24.1%

人数 810 158 118 86 110 40 70 23 17 188

構成比 19.5% 14.6% 10.6% 13.6% 4.9% 8.6% 2.8% 2.1% 23.2%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援
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また、介護サービスを提供していない、住宅型有料老人ホーム等への入居について

は、「希望しない」が自立 78.0％、要支援 65.7％、要介護 75.9％と多くなっていま

す。 

さらに、身体状態が悪化した場合、退所しなければならない有料老人ホーム等への

入所を「希望しない」が自立 79.1％、要支援 63.6％、要介護 67.8％となっていま

す。 

 

表 介護サービスを提供していない、住宅型有料老人ホーム等への入居希望 

      （自立問 54、要支援問 53（２）、要介護問 28（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

表 身体状態が悪化した場合、退所しなければならない有料老人ホーム等への入所希望 

（自立問 55、要支援問 53（２）-２、要介護問 28（２）-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
               資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

回答者数

入所（入

居）を希
望する

入所（入

居）を希
望しない

無回答

人数 1,728 109 1,272 347

構成比 6.3% 73.6% 20.1%

人数 440 31 343 66

構成比 7.0% 78.0% 15.0%

人数 478 49 314 115

構成比 10.3% 65.7% 24.1%

人数 810 29 615 166

構成比 3.6% 75.9% 20.5%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援

回答者数

入所（入

居）を希
望する

入所（入

居）を希
望しない

無回答

人数 1,728 173 1,201 354

構成比 10.0% 69.5% 20.5%

人数 440 32 348 60

構成比 7.3% 79.1% 13.6%

人数 478 54 304 120

構成比 11.3% 63.6% 25.1%

人数 810 87 549 174

構成比 10.7% 67.8% 21.5%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援
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（３）地域活動への参加意向アンケートから  

地域活動への参加の意向は、地域住民の有志で、健康づくり等を行う場合には、自

立者は全体の約 6 割が「参加したい・しても良い」に回答しています。 

そのため、今後は地域活動に参加したいと考える高齢者の方が、多様な形で活躍で

きる場を関係機関と連携しながら提供していくことが必要です。 

 

図 地域活動への参加意向（自立問 35）     

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

（４）外出の状況アンケートから  

外出の頻度については、自立、要支援ともに「週２回～４回」が最も高い割合とな

っていますが、２番目に割合が高いものについては、自立で「週５回以上」、要支援で

「週１回」となっており、身体状態によって傾向が分かれます。 

 

表 外出の頻度（自立問 17（１）-⑥、要支援問 14（１）-⑥） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

  

参加してもよい

53.2%

参加したくない

34.5%

是非参加したい

5.9%

無回答

6.4%

（Ｎ＝440)

回答者数
ほとんど外
出しない

週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

人数 918 68 138 468 232 12

構成比 7.4% 15.0% 51.0% 25.3% 1.3%

人数 440 9 34 218 175 4

構成比 2.0% 7.7% 49.5% 39.8% 0.9%

人数 478 59 104 250 57 8

構成比 12.3% 21.8% 52.3% 11.9% 1.7%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

自立

要支援
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（５）高齢者の権利擁護アンケートから  

① 成年後見制度の利用意向 

成年後見制度の利用意向については、全体では「わからない」が最も多くなってい

ますが、要支援者では「したくない」が最も多くなっています。 

全体の半数弱が「わからない」と回答しているため、今後は本制度の周知を図るこ

とが必要です。 

 

表 成年後見制度の利用意向（自立問 68、要支援問 64、要介護問 39） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
         資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

  

回答者数 したい したくない
わからな

い
無回答

人数 1,728 116 601 778 233

構成比 6.7% 34.8% 45.0% 13.5%

人数 440 23 136 216 65

構成比 5.2% 30.9% 49.1% 14.8%

人数 478 29 199 190 60

構成比 6.1% 41.6% 39.7% 12.6%

人数 810 64 266 372 108

構成比 7.9% 32.8% 45.9% 13.3%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

要介護

全体

自立

要支援
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② 今後の介護意向、エンディングや終活の意向 

要介護者における介護の意向は、「今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい」が

35.2％と、居宅での終末期を考えている方が多くなっています。また、エンディング

ノート・終活に関する相談の意向については、「すでに相談した」が 6.9％、「ある」

が 12.5％となっています。 

 

図 今後の介護意向（要介護問 29）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
           資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

 

 

図 エンディングノート・終活の相談の意向（要介護者問 41（１））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
             資料：第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査報告書（平成２９年３月） 

  

35.2%

18.5%

10.4%

9.9%

4.1%

2.2%

1.2%

4.0%

14.6%

0% 10% 20% 30% 40%

今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保

健施設（老人保健施設）に入所したい

わからない

身内からは介護を受けないで、今の自宅で、介護サービ

スや福祉・地域の支援により生活したい

有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に入所・

入居したい

身内の住むところに転居するが、身内には負担をかけな

いで、介護サービスや福祉・地域の支援により生活したい

身内の住むところに転居して、身内から介護を受けたい

その他

無回答

（N＝810）

すでに相談した

6.9%

ある

12.5%

ない
36.5%

わからない

30.0%

無回答
14.1%

（Ｎ＝810)
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７．第２期計画で実施した事業  

第２期計画の高齢者福祉施策における主な事業は以下のとおりとなっています。な

お、事業の整理は、計画期間中特に集中的・重点的に行うべき取組みとするリーディ

ングプラン別で（第２期計画における施策体系・事業番号に基づき）評価しています。  
 

新規● 重点★ 

第 2期計画リーディングプラン Ⅰ 介護保険事業の充実 

１．介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）★ 

 整備予定・計画内容 

平成 28年度に１施設・120床を新規整備する。 

平成 30年度から 32年度の開設を目指し、医療体制強化型の特別養護老人ホームを多摩

平の森（Ａ街区）地域への誘致を図る。 

  整備状況 

【程久保地区】 

平成 28年 7月に介護老人福祉施設ラペ日野を開設。 

【多摩平の森】 

平成 27年度に地権者のUR が事業者を公募、選定。 

平成 31年 4月多摩平の森（A街区）地域に120床の医療体制強化型の特別養護老

人ホームを開設予定。 

６．地域密着型特定施設入居者生活介護● 

 整備予定・計画内容 

平成 29年度に１施設を新規整備する。 

  整備状況 

平成 28年 10月に公募し、平成 29年 10月に事業者を決定。 

平成 30年 3月に 1施設（定員 28名）を開設。 

２７．複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）●★ 

 整備予定・計画内容 

平成 28年度に１施設を新規整備する。 

  整備状況 

平成 27年 7月に事業者を公募、12月に選定、平成 30年度からひらやま圏域にて

1施設（定員 29名）を開設予定。 

第 2期計画リーディングプラン Ⅱ 介護と医療の連携推進 

６７．地域包括支援センターの充実★ 

 実施予定・計画内容 

地域包括支援センターを多職種による連携・協働体制の中心的な役割として位置づけ、地

域の高齢者やその家族に対する適切な支援の充実を図る。 

  実施状況 

市内９か所の地域包括支援センターの相談・支援件数：平成 27年度 40,541件 平

成 28年度 40,933件 平成 29年度41,500件。 
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７２．介護と医療の連携シートの普及★ 

 実施予定・計画内容 

きめ細やかな介護と医療のサービス提供が可能となるような情報共有のツールとして、内

容の改善や機能の充実に努める。 

  実施状況 

介護と医療の連携推進勉強会等において、連携シートの利用・活用の周知を実施。 

７３．多職種連携ガイドの普及★ 

 実施予定・計画内容 

地域の医療・介護サービス資源の現状を的確に把握し関係者間で共有することができるよ

う、ガイドの掲載情報を定期的に更新するなど、利用者にとって使い勝手のよいガイドと

なるよう努める。 

  実施状況 

平成 28年 8月より電子版多職種連携ガイドの運用を開始。 

平成 29年度より電子版多職種連携ガイドに摂食・嚥下情報を追加。 

７４．地域ケア会議の推進●★ 

 実施予定・計画内容 

地域ケア会議の円滑な実施に必要なルールづくり等の環境整備を図る。 

  実施状況 

地域ケア個別会議開催数：平成 27 年度 42 回 平成28 年度 33 回 平成 29 年度 40 回。 

地域ケア推進会議開催数：平成 27 年度 3 回 平成 28 年度 3 回 平成 29 年度 9 回。 

７５．在宅療養高齢者支援窓口★ 

 実施予定・計画内容 

前計画時からの取組を維持継続する。 

  実施状況 

相談・支援件数：平成 27 年度 1,054 件 平成 28 年度1,277 件 平成 29 年度 1,350 件。 

７７．在宅医療・介護関係者の研修●★ 

 実施予定・計画内容 

研修会等の開催にあっては、特に医療職が参加しやすい仕組みづくりについて、医師会と

の調整や協議を行いながら検討する。 

  実施状況 

市主催の勉強会開催数：平成 27年度 4回 平成 28年度 3回 平成 29年度 4回。 

地域包括支援センター主催の勉強会開催数 平成27年度 26回 平成 28年度 24

回 平成 29年度 25回。 

７８．２４時間３６５日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築● 

 実施予定・計画内容 

地域の医療（医師会等）や介護関係者との協議を進め、平成29年度の体制整備を目指す。 

  実施状況 

医療政策担当部門とともに、在宅医療・介護連携支援センターの新設に向けた庁内調

整や日野市医師会との協議を実施。 
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７９．二次医療圏・関係市町村の連携体制の構築（広域介護・医療連携協議会）● 

 実施予定・計画内容 

関係機関との協議を進め、平成 29年度の体制整備を目指す。 

  実施状況 

東京都が定期開催する「二次保健医療圏における意見交換会」に参加し、近隣自治体

間での在宅療養に関する情報共有や進捗状況の確認、都における今後支援策等につい

て意見交換を行った。 

第 2期計画リーディングプラン Ⅲ 地域で支え合う体制の推進 

９１．訪問型サービス（介護予防・日常生活支援総合事業）●★ 

９２．通所型サービス（介護予防・日常生活支援総合事業）●★ 

 整備予定・計画内容 

平成 28年 4月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始する。 

平成 27年度に介護予防訪問介護又は介護予防通所介護を利用された方については、経過

措置として平成 28 年度まで利用継続を可能とし、本格実施は平成 29年度からとする。 

  整備状況 

平成 28年 4月から事業を開始し、介護予防訪問介護又は介護予防通所介護の基準

に相当するサービスと基準を緩和したサービスの導入を図り、3つのサービス類型を

創設し介護保険事業者以外の新規事業者の参入を図った。 

５４．生活支援コーディネーター●★ 

 整備予定・計画内容 

平成 27 年度に生活支援コーディネーターを配置し、介護予防事業の体制を整備する。 

  整備状況 

平成 27年度に日野市社会福祉協議会に配置し、一般介護予防事業の体制整備を行っ

た。 

第 2期計画リーディングプラン Ⅳ 認知症高齢者と家族を支える仕組みづくり 

２３．認知症カフェの設置● 

 整備予定・計画内容 

運営協力事業者等との協議を進め、平成 27年度中の設置に向けて検討する。 

  整備状況 

【レスパイト型認知症カフェ】 

平成 27年７月 21日、豊田地区に「すてっぷカフェ」開設。（運営主体：地域包括

支援センターすてっぷ） 

平成 27年 9月 30日、栄町地区に「あったカフェ」開設。（運営主体：社会福祉法

人マザアス） 

【医療連携型認知症カフェ】 

平成 29年 7月 20日、多摩平の森の病院内に「森の茶屋」開設。（運営主体：日野

市） 
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６８．認知症初期集中支援チームの設置●★ 

 整備予定・計画内容 

誘致予定である認知症疾患医療センター内への設置を予定している。 

  整備状況 

平成 29年７月の多摩平の森の病院（地域連携型認知症疾患医療センター）の新設に

あわせ、同医療機関内に認知症初期集中支援チームを設置。 

６９．認知症地域支援推進員の育成（認知症ケアパスの検討）●★ 

 実施予定・計画内容 

認知症地域支援推進員を中心とした認知症施策の推進体制を構築し「認知症ケア向上推進

事業」「若年性認知症対策」「認知症ケアパスの作成・普及」などの取組について協議、検

討する。 

  実施状況 

【認知症ケア向上推進事業】 

平成 27年 4月より、市内 9か所の地域包括支援センターに、認知症地域支援推進

員を 1名ずつ配置。 

平成 27年度より、認知症支援コーディネーター、認知症地域支援推進員、高齢福祉

課を構成員とする認知症対策推進会議を新設し、認知症の市民啓発や家族介護者支

援、多職種連携の推進など、認知症の人や家族への効果的な支援策の検討を開始。 

【若年性認知症対策】 

平成 28年 11月 10日、日野駅前に多摩若年性認知症総合支援センター（東京都事

業）が開設。 

【認知症ケアパスの作成・普及】 

平成 2８年４月に日野市版認知症ケアパスが完成し、地域包括支援センターの協力の

もと認知症ケアパスを活用した認知症の普及啓発活動を開始。 

７０．認知症疾患医療センターの機能整備●★ 

 整備予定・計画内容 

多摩平の森（Ａ街区）地域に、土地所有者である独立行政法人都市再生機構の協力を得て、

誘致を図る。 

  整備状況 

多摩平の森 A街区に誘致した医療機関（多摩平の森の病院）が、平成２９年８月に

地域連携型認知症疾患医療センターとして東京都の指定を受け、認知症に関する医

療・介護連携の市内の推進機関として運営を開始。 
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８．高齢者福祉に関する重点課題  

本市の高齢者を取り巻く状況、前期計画の成果、事前の調査（要支援・要介護を含

む高齢者、市内介護サービス事業所、医療機関、不動産事業所等への調査を平成 28

年度に実施）や国の政策などの動向や、介護保険運営協議会の意見を踏まえた、高齢

者福祉に関する特に集中的・重点的に行うべき重点課題を５点に整理します。 

  

重点課題１ 介護保険事業の充実  

介護保険事業を進めていく上での課題として、介護サービスを担う職員の確保が困

難になっていることと、本人や介護者が求める多様なニーズに対応した介護保険サー

ビスの提供を行うことが求められています。 

そのため、「介護人材の確保と質の向上」と「多様なニーズに対応した介護保険事業

サービスの提供」を重要なポイントとして整理しました。 

また、主な課題としては以下の６点に整理しています。 

 

重要なポイント 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

介護人材の確保と質の向上 

多様なニーズに対応した介護保険事業サービスの提供 

主な課題 

① 介護人材の確保及び啓発（ア） 

② 介護人材に対するスキルアップの支援体制の構築（ア） 

③ 配食や移動支援など多様なサービスの充実（ア） 

④ 家族介護者の負担の軽減が図られるサービスの充実（ア） 

⑤ 一般介護予防事業の推進（事） 

⑥ 受益者負担の適正化（ア） 

注：主な課題の後ろの記号は、主な課題の抽出元を記載しています。 

 

（ア）・・第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査 

   （運営協議会で意見をいただき、アンケートに加筆した 

    内容を含む） 

（運）・・日野市介護保険運営協議会からの意見 

（動）・・国等の動向等に基づく課題 

（事）・・その他、事務局からの提案による課題 
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重点課題２ 医療と介護の連携  

医療と介護の連携を進めていく上の課題として、特に在宅で終末期を迎えたいと考

える方に対する在宅療養の支援体制の充実や、関係者間の有機的なネットワークが求

められています。 

そのため、「終末期まで切れ目のない在宅療養の支援体制の充実」「在宅療養に関す

る多職種間の有機的なネットワークの整備」を重要なポイントとして整理しました。 

また、主な課題としては以下の５点に整理しています。 

 

 重要なポイント 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

終末期まで切れ目のない在宅療養の支援体制の充実 

 在宅療養に関する多職種間の有機的なネットワークの整備 

主な課題 

① 「看取り」「終末期ケア」も視野に入れた「切れ目のない在宅療養」の支

援体制の構築（ア）（動） 

② 在宅療養に関する調整、相談窓口体制の充実（動） 

③ 訪問医療、訪問歯科、訪問薬剤師の充実とかかりつけ医、かかりつけ歯科

医、かかりつけ薬剤師の定着化（運） 

④ 切れ目のない在宅医療・介護サービス提供体制の充実（運） 

⑤ 医療と介護の情報共有体制の明確化と相互コミュニケーションの円滑化

（ア）（運） 

注：主な課題の後ろの記号は、主な課題の抽出元を記載しています。 

 

（ア）・・第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査 

   （運営協議会で意見をいただき、アンケートに加筆した 

    内容を含む） 

（運）・・日野市介護保険運営協議会からの意見 

（動）・・国等の動向等に基づく課題 

（事）・・その他、事務局からの提案による課題 
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重点課題３ 認知症施策の充実  

認知症施策を進めていく上の課題として、国で示す認知症施策推進総合戦略（新オ

レンジプラン）の７つの柱にも定義されているように、認知症の相談、早期診断等総

合的な支援体制の構築を図るとともに、認知症の方を介護する人が地域で孤立するこ

とがないよう、地域全体で本人や家族介護者を支えていく体制の構築が求められてい

ます。 

そのため、「認知症の相談、早期診断・治療等総合的な支援体制の確立」「認知症の

理解促進と地域全体で本人及び家族介護者を支える体制の充実」を重要なポイントと

して整理しました。 

また、主な課題としては以下の８点に整理しています。 

 

 重要なポイント 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認知症の相談、早期診断・治療等総合的な支援体制の確立 

認知症の理解促進と地域全体で本人及び家族介護者を支える体制の充実 

主な課題 

① 早期診断・治療を実現するための支援機関の連携体制の強化（運） 

② 若年性認知症も含めた認知症の相談・支援体制の充実（動） 

③ 認知症を気軽に自己チェックし、早期診断・治療につなげる仕掛けの充実

（ア）（動） 

④ 認知症への理解を深めるための効果的な普及・啓発の推進（ア）（動） 

⑤ 学校教育等における認知症サポーター養成講座の開催促進（事） 

⑥ 「支援の担い手」としての認知症サポーター活躍の機会の創出（事） 

⑦ 家族介護者への支援の取組みの推進（ア） 

⑧ 徘徊等の行動がある認知症高齢者への取組み強化（ア）（動） 

注：主な課題の後ろの記号は、主な課題の抽出元を記載しています。 

 

（ア）・・第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査 

   （運営協議会で意見をいただき、アンケートに加筆した 

    内容を含む） 

（運）・・日野市介護保険運営協議会からの意見 

（動）・・国等の動向等に基づく課題 

（事）・・その他、事務局からの提案による課題 
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重点課題４ 地域包括支援センターの役割強化と地域での支え合いの充実  

地域包括支援センターの役割強化と地域での支え合いの充実を進めていく上の課題

として、地域共生社会を実現するため、地域の核となる地域包括支援センターの更な

る充実が求められています。 

また、「我が事、丸ごと」の概念を取り入れながら、高齢者自身も高齢者福祉を担う

ことが出来るよう、担い手となる人材発掘などが必要です。さらに、地域での支え合

い体制の充実を生活支援コーディネーター等を活用しながら進めていくことが求めら

れています。 

そのため、「地域の核となる地域包括支援センターの更なる充実」「地域活動での生

きがい創出と担い手となる人材の発掘」「生活支援コーディネーター等を活用した地域

での支え合い体制の充実」を重要なポイントとして整理しました。 

また、主な課題としては以下の８点に整理しています。 

 

 重要なポイント  

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の核となる地域包括支援センターの更なる充実 

地域活動での生きがい創出と担い手となる人材の発掘 

   生活支援コーディネーター等を活用した地域での支え合い体制の充実 

主な課題 

① 地域の核となる地域包括支援センターの更なる充実（運） 

② あらゆる地域の課題に対応できる総合相談窓口の充実（動） 

③ 地域ケア会議の活用による様々な課題の抽出と施策への展開（運） 

④ 高齢者が地域活動に参加・交流・活躍できる場や機会の創出（動） 

⑤ 高齢者を含めた地域を支える人材の発掘（動） 

⑥ 孤立しがちな単身高齢者や日中独居高齢者の支援（ア） 

⑦ 高齢者の安全安心、孤立を防ぐ地域の場づくり、支え合いの充実（動） 

⑧ 地域の力と特性を活かした見守り支援体制の構築及び定着（動） 

注：主な課題の後ろの記号は、主な課題の抽出元を記載しています。 

 

（ア）・・第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査（運営協議会 

    で意見をいただき、アンケートに加筆した内容を含む） 

（運）・・日野市介護保険運営協議会からの意見 

（動）・・国等の動向等に基づく課題 

（事）・・その他、事務局からの提案による課題 
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重点課題５ 健康の維持と地域での生活の継続  

健康を維持し、地域での生活を継続する上での課題として、高齢者が健康づくりに

留意し、生きがいをもって自立した生活を送るための仕組みが求められています。ま

た、在宅で生活する高齢者が、地域の中で安心して生活し続けることが出来るよう、

居住支援策や権利擁護等の制度の充実が必要です。 

そのため、「高齢期の健康づくり、就労や社会参加促進による自立の支援」「居住支

援策や権利擁護の制度の充実による生活の支援」を重要なポイントとして整理しまし

た。 

また、主な課題としては以下の５点に整理しています。 

 

 重要なポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢期の健康づくり、就労や社会参加促進による自立の支援 

居住支援策や権利擁護の制度の充実による生活の支援 

主な課題 

① 身体機能の維持や健康寿命の延伸のため、高齢期の健康づくりの推進（動） 

② 高齢者の就労や社会参加の取組を支援（ア） 

③ 自立した生活を継続するための多様な生活支援サービスの提供（事） 

④ 高齢者の居住支援策の推進（ア） 

⑤ 高齢者の権利を守るための制度等の周知と利用促進（事） 

注：主な課題の後ろの記号は、主な課題の抽出元を記載しています。 

 

（ア）・・第３期日野市高齢者福祉総合計画策定に向けた基礎調査（運営協議会 

    で意見をいただき、アンケートに加筆した内容を含む） 

（運）・・日野市介護保険運営協議会からの意見 

（動）・・国等の動向等に基づく課題 

（事）・・その他、事務局からの提案による課題 

 


